


生 別母子 家庭 にお ける子 どもの生活保障 と社会保障法

 オーストラリア児童扶養法の改革とわが国の課題

一 序

二 わが国の現行法 ：問題の所在

 (一)養 育費が未成熟子のもとに確保されないケースと現行法の対応

 (二) 離婚 の成立 と離婚後の措置形成

三 オーストラリア児童扶養法の改革

 (一) 児童扶養法改革の背景

 1 破綻主義離婚の採用と母子家庭の貧困化現象

 2女 性労働力率の上昇と雇用実態

 3 養育費支払をめぐる諸問題

 4 児童扶養法改革の基本原理

 (二) 養育費支払の法的関係

 1 CSAに よる定期給付債権の履行確保

 2 養育費の算定方法

 3 裁判所の関与

 4 当事者間の合意の尊重

 5 申請権者

 (三) 英国1991年 児童扶養法に与えた影響

四 検 討

五 結びにかえて ：医療保障 ・教育保障 ・労働権保障との連携

序

 わが国における離婚の増加，とりわけ有子夫婦の離婚の増加は，現在の社会

保障法の在り方に対 しても大きな影響を及ぼす.離 婚により生 じる母子家庭の
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生活問題は多岐にわたるが，本稿では子どもの生活費の保障問題，すなわち経

済的な面での生活保障の問題について取 り上げることにする.(')ま た，父子家

庭の生活問題 も無視できないが，現在のわが国では離婚後の親権者の多 くが母

親であることから，本稿では生別母子家庭を念頭に置いて論じることにしたい.

 所得保障政策は労働市場の構造 と密接な関係にある.と りわけ，子どもが未

成熟子である生別母子家庭の場合，一般的に資産の蓄積が相対的に少ないこと

から，母親の就労が貧困を回避 し自立を図 るための重要な前提条件 となる.し

か し，現在のわが国では，母子家庭の母親は不安定雇用ないし零細企業等に就

労せざるを得ず，その結果，困窮生活を強いられることが多い.そ のため，離

婚後の母子家庭の自立は困難を伴うのが現状である.(2>

 このようなわが国の社会的背景から，生別母子家庭における子どもの生活費

は，扶養義務者たる父親による養育費の分担 と社会保障給付に頼ることになる.

1988年 の厚生省 「全国母子家庭調査」 によると，養育費を受 け取 っている母

子家庭は全体の14%に 過ぎず，現実的には離婚後の未成熟子に対する私的扶

養義務が全体としてあまり履行されていないことが明らかとされている.こ の

ことは，事実上，社会保障給付が生別母子家庭における主たる収入源とされて

いることを意味する.(3)しか し，規範的関係として見た場合，「父 と生計を同

じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するた

め，当該児童にっいて児童扶養手当を支給 し， もって児童の福祉の増進を図る

こと」(4)を目的とする児童扶養手当法は，社会保障給付と私的扶養義務との関

係にっ き次のように規定する.「児童扶養手当の支給 は，婚姻を解消 した父等

が児童 に対 して履行すべき扶養義務の程度又は内容を変更す るものではな

い」(5).

 したがって，法的な観点から生別母子家庭における子どもの経済的な生活保

障の問題を考える際には， まず私的扶養義務たる未成熟子への養育費支払義務

の履行が低水準に止まる理由を検討する必要がある.現 在，離婚件数の9割 以

上を占める協議離婚では，離婚処分の自由の原則の下，父母の合意のみにより

子どもに関する措置が形成 されている.そ のため，養育費に関 しても，子 ども
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の経済的な生活保障にとり不適切な合意がなされることや，そもそも養育費の

請求自体が放棄されることが しば しばある.ま た，仮に養育費の取決めがなさ

れたとして も，その履行確保のたあの適切な法的手段が欠けている.こ れ らの

理由から，私的扶養義務たる養育費の支払状況は低水準にあるものと理解され

る.更 にこれらの諸問題 に加えて，離婚後の非親権者の扶養負担能力の問題 も

考慮に入れな くてはな らない.

 離婚後の未成熟子の経済的な生活保障については，公的責任の重視，すなわ

ち社会保障給付による社会的扶養を充実させることにより，問題を解決すべき

であるとの考え方が成 り立ち得る.し かし，その場合であって も，離婚後の子

どもの経済的な生活保障につき扶養義務者にかわり国家が第一次的養育任を負

うと解することは困難であろう.(6)したがって，生別母子家庭における子 ども

の経済的な生活保障の問題を法的な観点か ら考察する場合には，扶養義務者た

る非親権者からの養育費支払義務の履行確保の問題を検討するとともに，私的

扶養と社会的扶養 との調整の問題を検討する必要がある.本 稿の目的は， この

二っの問題にっいて検討を加えることにある.

 社会保障 ・社会福祉の法，とりわけ児童保障(7)に 関する法を考察す る場合

には，常に，家族の自律と国家の介入との関係が重要な問題となる。生別母子

家庭における養育保障の問題に関 しても，同様のことを言い得るものと思われ

る。本稿でも以下，この両者の関係をいかにとらえるべきであるかとの問題意

識に下に，考察を進めて行 くことにしたい.

(1) 離婚 による母子家庭 は，一一般 に所得水準が低 いが ため に教育支出 に制約 が生 じ，

   その結果，低学歴 の子 ど もが良好 な就業機会 に接す るチャ ンスが少な くな り， 貧

   困が再生 産 され る度 合いが高 い との指摘 がある(篠 塚英子 「母子世 帯 の貧困 を め

   ぐる問題」 日本経済研究 ・22号(1992年)77頁 以下).生 別母子家庭 におけ る子

   どもの経済的な生活保障の問題 は，将来にわた る貧困の再生産を未然 に防 ぐとの

   観点か らも重視 され る必要が あろう.

(2) 現代 の先進諸国 においては，貧困家庭 の多 くは高齢者，障害者，お よ び母 子家 庭

   であるが，離婚 が母子家庭 の生 まれ る大 きな要因 となって くるとともに， 貧 困層

   におけ る母 子家 庭の比 重が高 まる傾 向にある とい う見解 がある(八 代 尚宏 「結婚

                 ｮ3一 一



   の経済学』 二見書房 ・1993年 ，116頁 以下).わ が国 で も今 後， 母 子家 庭 が貧困

   に陥 ることを回避す るための立法政 策 として， ひとり親 家族(単 親 家族)に 対 す

   る社会保障諸給付の在 り方の再検討 とともにt就 労援助 および社会福祉 サーヴ ィス

   の充実を図 ることが求め られ よう.こ の点に関連 し，後掲 註(164)，(165)参 照

(3) 桑原洋子 厂大阪府下離別母子家庭 にお ける養育費支払 の実態 と児童扶 養手 当」 家

   族く社会 と法>3号(1987年)81頁 以下 は， この問題 を大 阪府下 の生 別母 子家

   庭を対象 と した実態調査か ら明 らか とす る。

(4) 児童扶養手当法第1条

(5) 同法第2条 第2項.社 会保障諸給付 の法的性格お よび私的扶養 との規範 関 係 にっ

   き，上野雅和 「社会保障法 と扶養義務」(石 川稔 ・中川淳 ・米倉 明 編 『家 族法 改

   正へ の課題』 日本加除出版 ・1993年)501頁 以下参照.な お，社 会保 障 の法制度

   を，家族 による私的扶養 に対す る公的扶養 と して位置付 ける論稿 として ， 堀勝 洋

   「私的扶養 と公的扶養」(社 会保障研究所 編 『福祉政 策 の基本 問題」 東京 大学 出

   版会 ・1985年)203頁 以下参照.同 論稿 は，私的扶養 と公的扶養 との関係 に関 す

   る基本的 な考え方 を示 した後，生別母子家庭の経済的扶養 にっ き次の ように説 く.

   「・……・・児童扶養手当 の額 を増やす という形で公 的扶養 の役 割 を高 め る ことは必

   ず しも国民 の合意が得 られ ないと考え られ る.む しろ別れ た夫 による養育 料 を確

   保 し，私的扶養 を強化す る公的 なシステムが設 けられてよいと思われる」(215頁).

(6) この点 につ き，石川稔 厂養育費 の履行確保」(離 婚制度研究会 編 『子 ど もの ため

   の離婚講座』有斐閣 ・1992年)246頁 以下参照.

(7)わ が国 の社会保障法 の法体系 の理解 をめ ぐって はなお議論があ るが， 児童 に関 す

   る生活保障(医 療保障 ・母親 の労働権保障 ・所得保障 ・教育保障)を ， 児 童保 障

   と して総合的 に把握す る見解 にっ き，橋本宏子 「出産 ・育児 に関す る生 活保 障」

   (籾井常喜 編 『社会保障法』 エイデル研究所 ・1991年)228頁 以下参照.

二 わが国の現行法.問 題の所在

(一)養 育費が未成熟子のもとに確保されないケースと現行法の対応

 生別母子の社会保障(狭 義の社会保障，すなわち所得保障)を ，、児童にかか

わる生存の保障(児 童保障)の 問題 として社会保障法学の観点か ら考察する場

合には，現行法上，私的扶養たる養育費の支払を前提とした上で社会的扶養と

の調整を論 じる必要がある.(8)

 父母が離婚 した後に，扶養義務者たる非監護者(非 親権者 とほぼ一致 す るこ
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とか ら，以下，非親権者とする)か らの養育費が未成熟子のもとに確保されな

いケースとして，次のような場合が考えられる.

 第1に ，扶養義務者に経済的な扶養能力が欠ける場合が考え られる.離 婚成

立後に事情変更がないにもかかわらず履行不能 となる場合 として，義務者の経

済力に主たる原因があって離婚になった場合(婚 姻中から義務者に労働意欲が

ない場合)， 夫婦 とも低収入で二人の収入をあわせて家計が成 り立 っていた場

合，および支払えぬことがわかっている額で合意する場合，を挙げることがで

きる，(9)これらの諸要因に関 しては，離婚成立時においてある程度，事後に発

生すべき事態の予見が可能である.問 題 となるのは，離婚後に事情変更がある

場合，なかで も義務者の再婚に伴い身分関係に変動を生 じる場合である.

 親子関係が法的に確定 している場合，通常，親は私的扶養義務として未成熟

子を扶養する義務を負 う.し か し，わが国の現行民法には同義務に関する根拠

規定が設けられていない.⑩ そのために，周知のとおり，養育費の法的基礎 お

よび実定法上の根拠規定にっいては論議が分かれている.(ll)扶養法の理論にお

ける通説的な見解によると，離婚後の非親権者は，実定法上は親族間の扶養の

一般条項たる民法第877条 を根拠 としつつ，解釈論 として未成熟子に対する生

活保持義務を負 うものとされてきた.(12)

 そこで，扶養義務者たる非親権者が再婚 して子どもをもうけた場合には，前

婚の子と後婚の子の両者に対 してそれぞれ同順位で生活保持義務を負 うことに

なる.(13)しか しその際に，非親権者が再婚により生 じる扶養負担の増加に耐え

得るだけの十分な資力を有 していないことも有 り得る.か ような場合には具体

的諸事情に応 じて扶養の程度を決定することになるが，(14)ここにおいて，血縁

関係 としての親子関係(前 婚における親子)と 現に共同生活関係にある親子関

係(後 婚における親子)の 両者は，生活資源の配分をめぐり事実上の競合関係

を生 じることになる.(15)

 したがって，扶養負担の増加に耐え得ることのできない非親権者の再婚によ

り，前婚の未成熟子のもとに適切な額の養育費が確保され得ないとの事態が惹

起されることが推測される.
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 第2に ，親権者が子の養育費の請求権の行使を放棄する場合がある， この問

題が生 じる現行法上の理由として，① わが国の離婚形態の9割 以上を協議離

婚が占めている点，およびこれと関連 して，② 扶養請求権の権利主体が，実

定法上，明示 されていない点，を挙げることができる.

 協議離婚を規定する民法第766条 では，養育費支払の取決めが協議離婚の成

立要件 とされておらず，また協議事項 として明示されている訳で もない.夫 婦

間の協議が整い離婚意思が合致すれば，届出に基づき離婚は成立する.し たがっ

て協議の際に養育費支払の取決めをなすことなく，あるいは養育費不請求の合

意をな して離婚を成立させることができる.離 婚後の子どもの生活保障に関 し

ては国家が後見的に介入 し，法的に保障する必要があるとの観点から見た場合，

子どもの権利への配慮に欠ける制度であることは否めない.('6)

 協議離婚における養育費の取決め問題にっいて1992年 の日弁連の意見書で

は，わが国の協議離婚の現状に鑑み，養育費支払に関する取決めを協議離婚の

成立要件にすることや，有子夫婦の離婚に際して家庭裁判所等の法的機関の関

与を求め養育費のみではな く子どもの監護に関する一切の事項を決定するとの

改革案に対 しては，慎重な見解を示 している.('7)その上で，養育費に関する取

決めを 「促進する」対策として民法第766条 の改正(養 育費の金額および支払

方法について協議を求めることを条文上明示する)，および，新 たに養育費取

決め届出制度の新設(離 婚届出用紙に，養育費に関する合意書のフォーマット

を加える)を 提案 している.(18)

 この改革案は，現行法の枠内での現実的な改革案であるものと言い得よう.

しかし，未成熟子の成長発達の権利を法的に保障するためには，養育費の支払

約束の確保を目的 とした，何 らかの形での公的機関による一定の関与が必要で

あるものと思われる.(39)

 一方，扶養請求権の権利主体の問題は，次のような形で生 じる.現 在の通説

および実務では，養育費にっ き夫婦間で合意が成立 した後に，改めて未成熟子

の扶養義務者に対 して扶養請求をなす ことを認めている.(20)ところが前述のよ

うに，現行法上，扶養請求権の根拠規定が明文化されていないために，その権
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利帰属の主体 と請求方法にっいての見解が分かれている。すなわち，民法第

766条 に基づく監護費用分担請求ととらえるのか，あるいは民法第877条 を根

拠に未成熟子自身による扶養請求 としてとらえるのか という問題が生 じる.(21)

子どもの権利の観点か ら見て，解釈上，未成熟子自身に扶養請求権の帰属を認

めるべきあるものと考えられる.し か し，仮に子どもに固有の請求権であると

解するにしても，親権者が養育費請求を放棄 した場合にはその権利保護に欠け

ることになる.(22>

 第3に ，扶養義務者たる非親権者が養育費の支払を懈怠するケースが存在す

る.

 現行法上，養育費の履行確保の制度 として，民事執行法上の強制執行手続と，

家事審判法上の履行勧告(家 審法第15条 の5)・ 履行命令(同 第15条 の6)・

寄託(同 第15条 の7)が 存在する.し か しこれ らの手段を利用す る際 には，

協議離婚 の場合，養育費の債務名義がないことが多いことのほかに，手続上，

次の諸問題が存在 している.(23)

 家事審判法上の諸制度にっいては，(a)家 事審判法上の調停ないし審判 に

よって扶養義務が確定 していることを要する点，(b)履 行勧告 には強制力が

ない点，(c)履 行命令は間接強制の制度であり，直接的に権利を実現するもの

ではない点.ま た，命令違反の過料が10万 円以下であることか ら，効力が弱

い点，(d)寄 託は履行強制の手段たり得ない点，が挙げ られる.ま た，強制

執行については，毎月履行期 日が到来する定期給付債権につき，その都度執行

手続を行わな くてはな らな く煩雑である点，および，費用倒れに終わるおそれ

がある点を挙げることができる.

 したがって養育費の履行確保の措置に関 しては，現行法の解釈および運用に

限界があり，実効性を欠 く.そ こで， これらの諸問題を踏まえた立法政策の検

討が今後の課題となる.現 在までに提出された政策提言では，主に次のような

提案が行われている.

 ① 協議離婚の際に養育費にっいての債務名義を得やす くすること(あ るい

は養育費については必ず債務名義を伴 うような仕組みを作ること)， ② 将来
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履行期に達するものも含めた継続的な定期給付債権にっいては，給与天引制度

を新設 して1度 の強制執行により支払義務終了に至るまで(あ るいは一定期間

は)そ の効力を生 じるようにすること，③ 養育費が現実に支払われない場合

の措置として，国家による養育費の立替払制度(代 位行使または費用徴収)を

新設すること.

 言 うまでもなく，養育費の支払は円満な人間関係に基づき自発的に行われる

ことが望 ましい.し たがって，現在の離婚後の監護権の在 り方を再検討するこ
                   /
とや，扶養義務者の養育費支払にインセンティヴを与える諸施策(人 間関係の

調整手続や税制上の優遇措置など)の 導入を検討する必要がある.(29)しか しそ

れと同時に，離婚後の未成熟子の生活保障に関わる諸事項は国家の公的な関心

事項のひとっであるとの認識の下に，子どものニー ド充足にとり適切な内容の

生活資源が確保 され得 る法的手続を整備することが望まれる.

(8) 社 会保 障の諸制 度を考察 する場合 には，法的 な観点か らの権利論 とと もに， 財源

  論 に関す る議 論を無視 する ことがで きない.こ の点 に関 して，利谷信 義 ・石井 美

   智子 「日本の離婚 」(利 谷信義 ・江守五夫 ・稲本洋之助 編著 『離婚 の法社 会学』

   東京大学 出版会 ・1988年)86頁 は，離婚法 の整 備 によ る離婚給 付 の改 善 と社会

   保障 との関係 にっ き次 のよ うに述 べる.「前者[離 婚 法 の整i備に よ る離 婚給付 の

   改善]は ，往々に して社会保 障切 りつめの手段 として批判 され る.そ の面 のあ る

   ことも否定で きないが， む しろ私 的給付 の面 をは っきりさせ ることが ， 公的給 付

   を明確に し促進 す ることも考慮 に入 れる必要 がある.憲 法原理 に即 しっつ， その

  境 界を はっきり設 定 し，私 的に負担 すべ きものは負担 したうえで， 公的 負担 をっ

   よ く要求す ることが， 今後 とるべ き方 向ではないか と思 わ れ る」.本 稿 も基 本的

   に同様の立場 に立っ.

(9) 白島敬三 ・宍戸万里子 「家事 事件 における義務 の履行確保」(『講座 。実 務家 事審

   判法1巻 』 日本評論社 ・1989年)254頁.

(ifl) 現行法上の明文規定の欠如 に関 して， 後出(註17)の 日弁連 の意見書 では， 父母

   は親権の有無 にかかわ らず未成年子に対 して生活保持義務 を負 うとの 明文規 定 の

   新設を提案 して いる(22頁).ま た，松 嶋道 夫 厂子の養育 費の算 定 と履行 確保 」

   家族く社会 と法〉 ・9号(1993年)は ，立法論 として民法第711条 の2を 新 設 し

   て，「親 は，子が18才 まで養育義務を負 う.親 の養育義務 は，親権， 監 護権 の有

   無 にかかわ らず，能力 に応 じて負担 しな くてはな らない」 と規定 し， 養 子 の節 に
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   準用規定を置 くことを提 案 している(153頁).

(11) 未成熟子の扶養が法的 に義務付け られる根拠 に関 する諸学説 の整理 と検 討 を行 う

   論稿 と して，上野雅和 「扶養義務」(『民法講座7巻 親族 ・相続』有斐閣 ・1984

   年)308頁 以下， 田中通裕 「未成熟子の養 育費 と親 の責 任」 判 例 タイ ムズ ・747

   号(1991年)309頁 以下，深谷松男 「未成熟子扶養法の基礎的考察」 金 沢 法学 ・

   27巻1・2合 併号(1985年)199頁 以下， 松 嶋道 夫 「親 権者 と親 子 間の扶 養」

   (『現代家族法大系3』 有斐 閣 ・1979年)426頁 以下参照.

(12) 実定法上の根拠規定をめ ぐる通説的立場 か らの諸学説 の論点整理 と解釈論 につ き，

   深谷松男 「未成黙子扶養請求の準拠 規定 と法的方式」判 例 タイムズ ・550号(1985

   年)60頁 以下参照.親 権 と扶養義務 との関係にっ いて通説 は，未成 熟子 の扶 養 の

   法的根拠 を親 子関係 その ものか ら導 き，親権 の存在 と扶養義務 とを理 論上 区別 し

   て理 解す る.す なわち，未成熟子 に対 する事実上 の監護 ・教育 と純経 済 的給付 た

   る扶養 とは， 「理論上別 の側面 の問題 であるばか りで な く， 現 実 に も分 離 しうる

   もの」であ り， また，実定法上 も，民 法第820条 の 「文理解釈 か らは， 監護 教育

   に要す る費用負担 まで は当然に導 き出 されない」(西 原 道雄 「親権 者 と親 子間 の

   扶養」(『家族法大系V』 有斐閣 ・1960年)93頁)も の とす る(こ の点 につ き，

   同 「親権 と親 の扶養義務」神戸法学雑誌 ・6巻1・2合 併号(1956年)360頁 以下，

   松嶋前掲 註(11)430頁以下参照).

(13) 石川稔 「養育費法 と離婚交渉」家族く社会 と法〉 ・3号(1987年)31頁 以下， 本

   沢 巳代子 「生活保持義務 と生活扶助 義務」判例 タイ ムズ ・747号(1991年)359

   頁以下，山脇貞司 「扶養の順位 。程度 ・方法」判例 タイムズ ・747号(1991年)

   361頁 以下.

(14)扶 養義務二分説 を基本的 に維持す る場合，離婚後の別居の未成熟子扶 養 の程度 は

   生活保持義務 となるが， その場合 「自己と同程度 の生活を させ る生活 保持 義務 で

   ある必然性 はな く，最低生活 費保障 を基本 と して，個別具体的 にそれ相応 の生 活

   の保障をすれば よい」 もの と解 され る(山 脇 貞司 「扶養義務 の性質」 静 岡大学 法

   経研究23巻2・3・4合 併号(1975年)144頁).

    なお， この点 に関連 し，養育費支払義務の基本 はその子に とり妥 当 す る健康 で

   文化的 な最低生活費 を確保す ることであ るとの観点か ら， 養育費の基 準額 を示 す

   必要性 がある ことを説 く論稿 と して，山脇貞司 「生活保持義務 と生活 扶助 義務 の

   関係」 ジュ リス ト増 刊 ・民法 の争点1(新 版)(1985年)225頁 ， 同 「養育 費支

   払義務の履行確保」 ジュ リス ト・858号(1986年)35頁 ，同 「養育費 の取決 あ と

   その履行確保」(石 川稔 ・中川 淳 ・米倉 明 編 『家族 法改正 への課題』 日本加 除 出

   版 ・1993年)273頁 以下参照.

    また，上野前掲 註(5)は ，「「社会の子 ども」 とい う観点か らは， 親 の経済 的

   能力 によ り子 ど もの生活程度が決 まるという差別的な基準を，法律 的基準 と して
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   残すべ きではな い」 として，未成熟子扶養 の要件 ・程度 に関 して は客 観 的基準 に

   基づ き決定 し， 生活 扶助 義務 と生活保持義務 の二分論 は捨て去 るべ きで あ る と説

   く(522頁).

(15) この場合，後婚の未成熟子の同居 とい う事実 が， 「同 居 す る扶 養権 利者 に対 す る

   扶養義務の履行を他の扶養義務よ りも事実上優先 させ， またその扶 養 の程度 を重

   くす る要素 と して働 くことが起 る」 ことになる(深 谷松男 「生活保 持義 務 と生活

   扶助義務」(『講座 現代家族法 第4巻 』 日本評論社 ・1992年)201頁).な お，

   ドイッ法 を素材 に扶養義務の競合問題を検討す る論 稿 として， ローラント・ヴィッ

   トマ ン(本 沢 巳代子 訳)「 離婚者の再婚のチ ャンスと リス ク ー 一扶 養義務 の競

   合悶題 にっ いて 一 」家庭裁判月報 ・42巻4号(1990年)130頁 以下参 照.

(16)ア メ リカ法 との比較 において この点を検討す る論稿 として， 樋口範雄 『親子 と法』

   (弘文堂 ・1988年)第8章 参照.

(17) 『離婚後 の養育費支払確保 に関す る意見書』(1992年).そ の理由 として， 次 の3

   点 を挙 げる(23頁).① 養育費支払 に関す る取決めを離婚 の成立 要件 に す る こと

   が，法律土 の手続 を とらない 厂事実上 の離婚」 の増加 を招 くお それが あ る こと.

   また， それによ る母子家庭等 と しての保護 の後退が懸念 され ること， ②現 行 の協

   議 離婚 が定着 している現状 に鑑 みて，有子夫婦 の離婚 に際 して一律 に家庭 裁判 所

   等 の関与を義 務付 ける ことには， かな りの抵抗が予想 され る こと，③ 公 的機 関の

   関与を求 め る場合には，制度 的に相 当規模 の機関 の新 ・増設が必要 となること.

(18) 同意見書，23頁 以下.

(19) 高橋敏 ・婚姻法改正を考える会 「協議離婚制度 一 一 意思 お よび離 婚後 の措 置の

   確認」法学セ ミナー ・467号(1993年)38頁 以下 は，現在 までに提 出された協議

   離婚の改善策をめ ぐる諸提案にっ き，離婚 後の未成熟子 の措 置形成 の 問題 に関 す

   る諸論稿の要 旨と論点を整理す る.

(20) 親 による養育費の合意の法的性格に関す る諸学 説の動 向， および実 務上 の 諸問題

   にっ き，石村太郎 「父母 による子の養育料の合意」(『講 座 現代家族 法 第4巻 』

   日本評論社 ・1992年)275頁 以下，山脇貞司 「父母によ る養育 料支 払 い の合意 と

   子 か らの扶養料請求」別冊 ジュ リス ト99・ 家族法判例百選(第4版)(1988年)

   130頁 以下，同 「父母の養育費の合意 と未成年の子の扶養料請求」判例 タイムズ ・

   747号(1991年)311頁 以下参照，

(21) 未成熟 子自身が扶養権利者 とな り，扶養義務者 たる親 に扶養請求を行 う ことを認

   め る通説 に対 し，親権者 による監護費用分担請求 の方法 を主張す る論稿 と して，

   以 下参 照.小 石寿 男 「未 成熟 子 の養育 費請求 事 件 の性 格 」 ケ ース研 究 ・75号

   (1963年)1頁 以下 ，同 「未成熟子 の養育費請求方法 にっ いて」家庭裁 判 月報 ・3

   4巻12号(1982年)1頁 以 下，「未成熟子 の養育費請求方法 ・再論 」 判 例 タイ ム

   ズ ・570号(1987年)5頁 以下.ま た，山脇貞司 「離婚 と親子関係」法学セ ミナー ・
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   410号(1989年)46頁 ，同前掲 註(14)(1986年)34頁 以下， 同(1993年)276

   頁以 ード参照.

(22) 本沢 巳代子 「離婚母子 の生活保障 と子の福祉 一 ドイ ッ家族 法 との比 較 を中心

   と して 一 」(「家族 ・労働 ・福祉」刊行委員会 編 『家 族 ・労働 ・福 祉』 永 田 文

   昌堂 ・1991年)84頁 以下 は，子の扶養請求権の放棄 や不 行使 に ついて， 子 の経

   済的利益 に反 するもの であり，利益相反行為(民 法第826条1項)と して 特別 代

   理人 を選任 する こと も考え られ ると解す る.そ の上で，同条が特別代 理人 選任 の

   請求 を親権者 だけに任 せて いることに対 して，子の権利保護に は不十 分で あ る と

   指摘 する.ま た立法論 と しては，未成年子 の親 に対す る扶養請求権 を子 の固有 の

   権利 として法律上保障 すること， および，親権者 に代わ って子の扶養 請求 権 を主

   張 で きるような公的制度 を設 けることを提案す る.

(23)養 育費 の履行確保 の措 置に関 して は，上述 の日弁連お よび離婚制度等 研究 会 に よ

   る意見書 ・報告書 の他 に，以下 の諸論稿 によ りわが国 の現行法(民 法 ・家 事審 判

   法 ・人事訴訟 法 ・民事執行法 ・児童扶養手 当法)が 有す る制度上の 問題点 の指 摘

   と， 改善策 の提言 が行 われている.石 川前掲 註(6)246頁 以 下， 佐藤 隆 夫 「離i

   婚 と子 どもの人権』(日 本評論社 ・1988年)129頁 以下 ， 下 夷美 幸 「離婚 と子 供

   の養育費」 季刊社会保 障研 究 ・25巻2号(1989年)158頁 ，同 「母子家庭へ の社

   会的支援」(社 会保 障研 究所 編 『女性 と社会保障』東京大学 出版会 ・1993年)260

   頁以下， 白島敬三 「履 行確保制度 にっ いて」(『講座 現代家族法 第4巻 』 日本評

   論 社 ・1992年)317頁 以下， 白島 ・宍戸前掲 註(9)245頁 以 下， 杉井 静子 「離

   婚 と子 ど もの権利 」自由 と正義 ・42巻2号(1991年)29頁 以 下， 田中峯 子 「養

   育費の支払 い約束 とその履 行確保 について」 自由 と正 義 ・38巻9号(1987年)

   43頁 以下， 利谷信義 厂協議離婚」家族 く社 会 と法〉 ・8号(1992年)81頁 以 下，

   二宮周乎r離 婚 と養育 費支払義務の履 行」法律 の ひろば ・41巻2号(1988年)

   48頁 以下，能見善久 「子の扶養 とその履行 確保」 ケース研 究 ・229号(1991年)

   2頁 以下，松嶋前掲 註(10)148頁 以 下， 本沢前掲 註(22)91頁 以 下， 山脇前

   掲 註(14)〈1986年)34頁 以下，同(1993年)279頁 以 下， 依 田精 一・「協 議 離

   婚」(『講座 現代家族法 第2巻 』 日本評論 社 ・1992年)141頁 以下.

(24)能 見前掲 註(23)12頁 以下，山脇前掲 註(14)(1993年)277頁.石 川 稔 「親

   子法 にお ける血縁 と養育 一 親子法の課題」 ジニ リス ト ・875号(1987年)83

   頁以下 は，未成熟子 に対す る扶養の法構造が他の扶養の場合 とは異 な る特 質 を有

   する ことを指摘 した上で，養育費 の負担者で ある非監護親 に子の監護 に関 与す る

   機会 を積極的 に認 めることが，子 の養育費の履行確保の ため にも必要 で あ る こと

   を説 く.

一一11



(二) 離婚の成立 と離婚後の措置形成

 以上，生別母子家庭の未成熟子のもとに養育費が確保されないケースと，現

行法における運用上の問題点を概観 してきた.改 めて論点を整理すると次のよ

うになる.

 ① 離婚後の扶養義務者の扶養能力には限界がある.そ のため，私的扶養と

社会的扶養との調整を考える必要がある.と りわけ養育費の支払義務を負う非

親権者が再婚 した場合には，前婚 と後婚との間の生活資源の配分の問題が生 じ

る.ま た，養育費分担額の算定基準(ガ イ ドライン)を 開発する際には，その

基本理念が問われることになる.

 ② 現在のわが国において離婚形態の9割 以上を占めている協議離婚制度で

は，当事者の合意の尊重の下，離婚の成立それ自体の合意のみならず，離婚 後

の未成熟子の措置に関する合意内容について も法が関与することがない.そ の

結果，離婚協議の過程において(子 どものニード充足にとって適切な内容の)

養育費支払約束を法的に確保することが困難となっている.

 ③ 親権者による未成熟子の権利不行使(養 育費の不請求)の 問題が存在す

る，仮に未成熟子が非親権者に対 して固有の扶養請求権を有しているとしても，

その権利行使は実際上，…方当事者たる親権者の意思にかかっている点が問題

となる.

 ④ 履行確保の措置の問題が存在する.現 行法上，履行勧告や履行命令が効

果的に運用されている.〔25)ただ し， これらは家事審判ないし家事調停によ り扶

養義務が認あ られていることが必要であることの他に，執行力を有 しないとい

う問題がある.(zs)また，債務名義が確定 している場合に用いることのできる，

民事執行法に基づ く強制執行手続は，家事債務たる養育費確保の手段 としては

適切さを欠 く.

 したがって，生別母子家庭における子どもの経済的な生活保障を法的な観点

か ら考察する場合には，養育費分担額の算定基準を社会保障給付 との関係にお

いて検討することとともに，現在の協議離婚制度の在 り方 と密接な関係にある

諸問題(協 議離婚における養育費の取決めの確保，負担義務者に養育費を請求
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する意思のない親権者に対する措置，履行確保の措置)に 対 して検討を加える

必要がある.こ のうち後者の諸問題については，次のことを考慮に入れな くて

はならない.

 それは，私人間の身分関係の確定たる性格を有する婚姻関係解消の場面にお

いては，当事者の自己決定権は可能な限り尊重 されることが望ましいというこ

とである.す なわち一旦形成された離婚意思の合致に対 して国家が法的介入を

行 うことは，出来る限 り避けられなくてはな らない.こ の点 に関して，わが国

の協議離婚制度は，対等な立場にある当事者双方の自由意思に基づいて実質的

離婚意思の形成が行われる限 り，当事者の自律に対する国家の中立性イデオロ

ギーを反映 し得る制度であるものと評価することができる。かようなメリット

を有する協議離婚制度がわが国で定着 していることに鑑み，その改廃について

は慎重を期すべきであろう.し かしその一方において，有子夫婦の離婚後の措

置形成の問題に関 しては，現行法の解釈論では(夫 婦間の離婚 交渉の場面には

参加することのない)未 成熟子の経済的な生活保障の法的保護にっき限界があ

ることもまた事実である.

 離婚後の未成熟子扶養の問題をめ ぐっては，婚姻解消の場面における親の自

己決定権の保障のみな らず，子 どもの権利を法的に保障する必要がある.ま た，

未成熟子の養育費に関する措置内容は，子 どものニー ド充足にかかわる問題で

あるとともに社会全体の利益にもかかわることから，その措置形成の過程にお

いて国家の後見的な介入を介在させる必要があるものと言 うことができよう.(z7)

そこで今後の立法政策としては，少なくとも未成熟子を養育 している夫婦の離

婚の場合について，適切な内容の養育費の決定とその確実な履行を担保するた

めの新たな法的手続を整備する必要があるものと考え られる.

 その際， この問題を児童保障の一環と位置付けた上で，養育費と社会保障給

付 との調整が効果的に行えるような方法を採ることができないであろうか.こ

の点 については， オーストラリア法における試みがひとつのテス ト・ケースと

して社会保障法学の観点からの検討材料を提供するものと思われる.そ こで次

章では，オーストラリアにおける児童扶養法の改革を取 り上げることとする.
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(25) この点につ き， 山脇 前掲 註(14)(1986年)36頁 は， 現在 の家事審 判 法上 の履

   行確保制 度が家庭裁判所(実 質 的には調査官)の 関与 を伴 うことによ りケ ー ス ・

   ワーク的な調整機能を果た し， その結果 として効果 的に運用 され てい る もの と積

   極的 に評価す る.

(26) この ことは，厂履行確保の制度 は， 強制執行制度 と併 置 され た履行 の強 制 のた め

   の制度 というよりは，履行を確実にす るための後見 的な機能 をはたすべ き もの で

   ある」(慶 応義塾大学法学部民事訴訟法研究会 厂厂裁判離婚手続 にっいて」 の意見」

   法学研究 ・66巻10号(1993年)138頁)と い う，同制度 の基本的性格 に由来する.

(27)言 うまでもな くこの場合 には，現在の協議離婚制度の法構造 その ものが問 い直 さ

   れ ることになる.こ の点 にっ いて は，上野雅和 「現代の離 婚に対 す る法的統 制 の

   展望」(有 地亨 ・老川寛 編 『離婚 の比較社会史』 三省堂 ・1992年)331頁 以 下，

   同 「協議離婚 の改善策 にっ いて」岡山大学法学会雑誌 ・42巻2号(1993年)135

   頁以下，同 「協議離婚 をめ ぐって」 ジュ リス ト ・1019号(1993年)60頁 以 下 に

   詳 しい.

三 オLス トラリア児童扶養法の改革

(一う 児童扶養法改革の背景

 オーストラリアでは1988年 および1989年 の2回 にわたり，連邦法たる児童

扶養法(Child Support Act)の 制定を中心に，児童扶養法の改革が実施 され

た.同 改革が実現するに至った直接的な契機 と しては，1987年 に実施 された

総選挙の際に労働党政権のHawke首 相が掲げた 「1990年までにオース トラ リ

アの貧困児童をなくす」旨の公約を挙げることができる.(28)この公約の背景に

は，オース トラリアにおけるひとり親家族(大 半が母子家庭)の 増加 とその貧

困化現象とともに，1980年 代における社会保障支出の削減政策が存在 してい

た.(29)

 社会保障論の観点からは，オース トラリアの経済社会システム全般や政府の

社会福祉政策 ・財政政策の分析が不可欠となるが別の機会に譲り，本稿では主

に法構造の観点から児童扶養の問題を取 り上げることとする.

1 破綻主義離婚の採用と母子家庭の貧困化現象
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 現 在 オ ー ス トラ リアの 連 邦 を 構 成 す る6っ の州 は， か っ て は それ ぞ れ 英 国 の

植 民 地 で あ った.そ の た め オ ー ス トラ リアの 法体 系 は， ア イ ル ラ ン ドと同様 に，

英 国 の法 体 系 を 継 受 す る こ と に よ りその 基 礎 が 築 か れ た.離 婚 の規 制 に 関 す る

法 に っ い て も， 英 国1857年 婚 姻 事 件 法(Matrimonial Causes Act 1857)と

基 本 的 に類 似 す る婚 姻 事 件 法 が，1858年 か ら1873年 まで の 間 に各 植 民 地 に お

い て制 定 され た.(30)

 そ の後 ， 各 州 ご とに独 自 の離 婚 法 を発 展 させ て き たが ， お よ そ30を 数 え る

離 婚 原 因 の統 一 を最 大 の眼 目 と して， 連 邦 法 た る1959年 婚 姻 事 件 法(Matri-

monial Causes Act 1959： 以 下 ，1959年 法 と略)を 制 定 し，1961年 に 施 行 し

た.(31)こ の1959年 法 で は14の 離 婚 事 由 が列 挙 さ れ て い た.こ こで 注 目 さ れ る

の は， 有責 主義 に基 づ く離 婚 事 由 と と もに， 西 オ ー ス トラ リア州 法 に お いて 既

に採 用 され て いた，5年 間 の別 居 を 理 由 とす る破 綻 主 義 の 離 婚 事 由 も含 ま れ て

い た こ とで あ る.(323こ の よ う に破綻 主 義 離 婚 の理 念 を連 邦 レヴ ェル で は じめ て

導 入 した1959年 法 は， 制 定 後16年 を経 て現 行 法 で あ る1975年 家 族 法(Fam-

ily Law Act 1975： 以 下 ，1975年 法 と略)の 制 定 に伴 い廃 止 され た.⑳

 1975年 法 の特 徴 は，12カ 月 の 別 居 を 唯一 の 包 括 的事 由 とす る破 綻 主 義 離 婚

を採 用 す る こ と に よ り有 責 主 義 を 完 全 に排 斥 した点 と，㈱ 州裁 判 所 と連 邦 裁 判

所 と の間 で複 雑 化 して い た裁 判 権 の 管 轄 を， 新 た に設 置 した連 邦 裁 判所 で あ る

家 庭 裁 判 所(Family Court)の 専 属 管 轄 と した 点 に あ る.(as)と りわ け 前 者 は

「実 質 的 審理 抜 きの破 綻 主 義 」 の採 用 で あ り，⑯ 「破 綻 主 義 の 思 想 を 世 界 で も っ

と も徹 底 させ た とい え る」<37}とい う特 色 を有 す る もので あ っ た.従 来 の婚 姻 事

件 法 の 法構 造 に起 因 して い た， 裁 判 手 続 の繁 雑 さ に伴 う時 間 の空 費 ， 裁 判 費 用

の 高騰 と経 済 的 な負 担 ， お よ び離 婚 裁 判 に お け る有 責 主 義 と対 審 構 造 に伴 う弊

害 な どの 諸 問題 は，1975年 法 の制 定 に よ り解 消 さ れ た.す なわ ち， 「金 持 ち の

離 婚 貧 乏 人 の 遺 棄 」(aa)と称 され て い た従 来 の離 婚 手 続 を改 正 す る こと で， 迅

速 な離 婚 判 決 の 確 定 と経 済 的 負 担 の 軽 減 を実 現 した.

 この よ う に1975年 法 は， 「破 綻 して い る婚 姻 に対 して ， あ らゆ る障 害 を排 除

して ， そ こか ら解 放 され る よ う にす るた め に， 徹底 した破 綻 主 義 を採 用 した も
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の」(39)であり，厂法 と事実 との乖離を排 して，いわば社会の婚姻の実態が法的

次元に表れることを可能とすることを目的とした法」㈹ であると評価 される.

同法が成立 した社会的背景や立法過程 に関してはわが国でも既に多 くの論稿が

提出され，家族法学や社会福祉学などの領域において研究が進められている.

そこで，これ らの詳細にっいては他の諸論稿に譲 ることとし，本稿では今回の

児童扶養法改革との関連において次の点を指摘 しておくにとどめたい.

 オース トラリアの離婚件数はユ975年法の制定直後，一時的に急増 した.法

改正に伴い生 じたこの離婚率の急激な増加は間もな く収束に向い，その後数年

間にわたり減少傾向を見せたものの，1980年 代に入 り離婚率は再び漸増へ と

反転 した(ai)ま た諸外国と同様，近年，事実婚の数が増加 してきた.(42)その結

果，現在では，「本来，家族法の制定は，混乱 していた婚姻の状況を法的次元

で是正することを目的としていたが，オース トラリアの社会の現実が急速な変

化をし，すでにその目的を果たし切れない様相を示 して」(43)おり，「オース トラリ

アの家族の実態は，家族組織の構造的安定性が保たれているとは言 い難い」(④

ものとなっている.家 族関係を取 り巻 くこのような急激な状況の変化の中で，

今回の児童扶養法改革は実施された.

 この児童扶養法の改革をめぐる議論が提起されるに至った直接の要因として，

1980年 代前半における離婚後のひとり親家族の生活状況を明 らかにした調査

研究の存在がある.(45)それは， オース トラリア家族問題研究所(Australian

Institute of Family Studies： 以下， AIFSと 略)が 実施 した離婚後の生活実

態の調査(1984年)(as)と ， P. McDonaldの 編集 による， SETTING UP二

PROPERTY AND INCOME DISTRIBUTION ON DIVORCE IN AUS-

TRALIAと 題する研究書(1986年)の 刊行である.こ れらの調査研究により，

離婚を境 として母子家庭の生活水準は一般的に相当程度の水準まで低下 してい

たことが，統計上の事実 として示された.貧 困所得線をいかに判定するかにっ

いては議論があるが，一；連の調査により得 られた多 くの指標 から当時50%程

度の母子家庭が貧困所得線以下の困窮生活を送 っていたとする見解がある.働
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 2 女性労働力率の上昇と雇用実態

 当時のこの母子家庭の貧困化現象は，わが国同様，オース トラリアにおける

労働市場の構造と，離婚後の養育費支払をめぐる法構造の，両者に起因するも

のと考えられる.

 前者の観点から問題 となるのは，母子家庭の母親の就労率が低水準であった

点 と，その雇用形態が不安定雇用を中心としていた点である.オ ーストラリア

においても就労により生別母子家庭の生活の自立を図ることは一般 に困難であ

り，その結果，生活費を扶養義務者か らの扶養料と社会保障給付に頼る形となっ

たものと推測 される.

 1975年 法の制定に 厂直接重要な影響を与えることとな ったと見 られる社会

的背景」として，家族の実態の変化および婚姻観の変化とともに，女性の経済

的地位の向上を指摘する見解がある.(48)これは同法制定当時， 「オース トラリ

ア社会における，女性の経済面においての男性従属からの脱却，すなわち，女

性の自立のための経済的地位の向上が，ある程度達成されてきていたこと」(99)

を意味するものであり，その具体的事実として，女性の就労面における社会進

出，雇用条件の向上，社会保障の充実，が挙げられている.(50)それでは， その

後の女性労働の実情はいかなるものであったのであろうか.

 第2次 大戦後の急速な産業化に伴い，オーストラリアの経済構造はこの半世

紀で大きな変化を遂げた.そ の結果，女性が就労する機会が増加 し，特に1960

年代後半以降は女性労働者の労働市場への参入が急増 した，(5')オーストラリア

統計局(Australia Bureau of Statistics：以下， ABSと 略)が1980年 に実施

した調査によると，女性労働力率は母子家庭の母親で43%， 有子夫婦の女性

配偶者で46%で あった.ま た同1984年 調査によると，それぞれ前者 は40%，

後者は47%で あり，いずれも40%台 を維持 している.(52>しか し以下の諸事実

から明らかとなるように， このことは必ず しも雇用の実態面において男女間に

見られる傾向の相違が解消したことを意味するものではない.

 第1に ，女性が雇用 される職種が比較的狭い領域に集中 しているという事実

がある.就 労 している女性労働者の約3分 の1は ，事務員，販売員，および速
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記 者 ・タイ ピ ス トの いず れ か の職 種 に就 労 して い た.(53)ま た ， 「職 業 の 主 体 は

依然 と して男 性 の もの とな って お り， 工 業 ， 公 共 事 業 ， 専 門 職 や 政 治 の 主 要 な

仕 事 の大 半 は男 性 が 占 め て」働 お り， 生 別 母 子 家 庭 の 場 合 に も女 性 は離 婚 の 前

後 を通 じて賃 金 も社 会 的 地 位 も低 い職 業 に従 事 して いた と され る.(ss)

 第2に ， 女性 労 働 者 の 多 くが パ ー トタイ ム労 働 とい う雇 用 形 態 で入 職 して い

る と い う事 実 が あ る.既 に述 べ た よ う に1960年 代 後半 以 降 ， 女 性 の 社 会 進 出 、

が 急 増 したが ， そ の増 加 分 の 大 半 はパ ー トタ イム 労働 者 が 占 め て い た.(56)1987

年 のABS調 査 に よ る と， 全 就 労 者 の 中 で パ ー トタイ ム労 働 者 が 占 あ る割 合 は

18.8%で あ ったが ， これ を女 性 労 働 者 に限 る と就 労 者 の38%を パ ー ト タ イ ム

労 働 者 が 占あ て いた.(57)ま た 同年 に， 雇 月亅お よ び労 使 関 係 省(Department of

Employment and Industrial Relations)が 実 施 した調 査 で は， パ ー ト タ イ ム

労 働 力(part-time work force)の80%が 女 性 で あ った.(銘)

 第3に ， 女 性 労 働 者 の失 業 率 は男 性 よ り も高 い と い う事 実 が あ る.上 述 の よ

うに女 性 労 働 者 に は専 門 職 性 に乏 しいパ ー トタ イ ム労 働 へ の 就 労 が 多 い こ とか

ら， 全 般 的 な傾 向 と して賃 金 水 準 が 低 くな る と と も に， キ ャ リア ・パ スの面 で

不 利 な条 件 に置 か れ る もの と推 測 さ れ る。1980年 のABS調 査 に よ る と 失 業 率

は， 全 労 働 者 で5.8%， 有 子 夫 婦 の 女 性 配 偶 者 で4.4%， 母 子 家 庭 の母 親 で9 .7

%で あ っ た.ま た同1984年 調 査 に よ る と， そ れ ぞ れ8。2%，6.8%，15.8%で

あ っ た.(59)こ こで 注 目 され るの は， 母 子 家 庭 の 母親 の失 業 率 が と りわ け高 い数

値 を 示 して い る点 で あ る.

 以上 の こ とか ら， 第2次 大 戦 以 降 女 性 労 働 力 率 は上 昇 し， また性 別 を理 由 と

した差 別 を 禁 ず る具体 的 な諸 施 策 も講 じ られ た もの の，(60)児童 扶 養 法 改 革 の 議

論 が提 起 され た 時点 で の雇 用 実 態 は，(特 に有 子 夫 婦 の離 婚 に 関 して)1975年

法 に お け る ク リー ン ・ブ レイ クの理 念 を支 え る に足 る まで に は至 って い なか っ

た もの と言 う こ とが で きよ う.

3 養育費支払をあぐる諸問題

このように，母子家庭の職業上の自立は困難を伴うものであった.そ のたあ，
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離婚後の子どもの経済的なニー ド充足の場面では，非監護者(大 半が父親)か

らの養育費 と社会保障給付が重要な役割を果たすことになる.し かし離婚後の

非監護者による養育費支払の実態は，母親 ・子ども・国家の三者の負担により

父親に利益を与えるとの結果を生 じるものとなっていた.㈹ かような事態が惹

起された理由として，次の法的問題の存在を挙げることができる.

 第1に ，非監護者に対する扶養義務の履行確保をめぐる諸問題が存在 した.

1975年 法 で は， 両 親 に対 して未 成 熟 子 が18歳 に至 る まで の期 間 ， 扶 養 義 務 を

課 して い る.(62)18歳 まで の期 間 内 は， 離 婚 後 で あ っ て も両 親 は そ れ ぞ れ の 資

力 に応 じて 未 成 熟 子 の 扶 養 義 務 を 負 う.し た が って子 ど もの監 護 者 に指 定 さ れ

た一 方 配 偶 者 は，㈹ 非 監 護 者 に法 的 権 利 と して 養 育 費 の 分 担 を 求 め る こ とが で

き る.こ の扶 養 義 務 は， 裁 判 所 命 令 で あ る扶 養 命 令(maintenance order)(sa)

か， あ るい は当事 者 間 の合 意 に対 して法 的 効 力 を付 与 す る制 度 で あ る扶 養 協 定

(maintenance agreement)(65)の いず れか の手 続 を経 る こ と に よ り確 定 し， 法

的 に執 行 が可 能 と な る.

 しかし今回の改革がなされる直前の状況として，この命令ないし協定の件数

自体が少なかったことが指摘 されている.(66)また，仮に命令や協定が存在する

場合であっても，1975年 法の 「資力に応 じて」 という扶養義務の規定が 「資

力がない」との理由により養育費の支払を拒否するたあの根拠 とされ，養育費

を受領することができるか否かは必ず しも確かではなかった.(67)更に，履行確

保のための適切な法的手段が存在せず，罰則規定 も不十分であるたあに養育費

の多 くが滞納されていた.(sa)

 これらのことから，離婚 後の未成熟子に対する養育費支払 は非監護者の法的

義 務 で あ るに もか か わ らず ， そ の実 態 は い わ ば 自発 的 行 為(voluntary action)

と化 した.{ss>児 童 扶 養法 施 行 直前 の1988年 にAIFSが 実 施 した調 査 に よ る と，

非 監 護 者 か ら被 扶 養 児 童 へ の 養 育 費 支 払 が 定 期 的 に履 行 され て い た の は， 調 査

数 の34%で あ っ た.㈹

 第2に ，養育費の算定をめ ぐる諸問題が存在 した.養 育費は物価上昇に応 じ

てスライドする形で取決めることができず，その都度増額請求の申立てを行 う
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必要があった、 しか し1984年 のAIFS調 査によると，裁判所にこの申立 てを

行 った監護者は調査数の15%に 過ぎなかった.(71)また，1975年 法の下では養

育費の算定は裁判官の裁量により個別的になされるが，決定された養育費の額

は総 じて低水準であったことが指摘されている.(72)その主な理由のひとっに，

養育費算定の場面における社会保障給付 と私的扶養義務 との関係が条文上不明

確であった点を挙げることができる.

 1947年 社会保障法(Social Security Act 1947： 以下，1947年 法と略)㈹ 第

62条(3)お よび第83条AADは ，母子家庭関連の社会保障給付の支給に関 し

て原則的に私的扶養が優先する旨の明文規定を置いている.両 条はともに，受

給権者たる母親が扶養義務者たる父親に対 して，社会保障省長官が合理的と認

めるような扶養料請求をなしていない場合には，社会保障給付の支給を行わな

いものと定める.(79)一方，1975年 法第75条(2)(f)で は，当事者が得る社会

保障給付の受給権(eligibility of either party for a pension， allowance or

benefit)を 扶養料の算定にあたり考慮 される事由のひとっに挙 げている。 こ

のことから，社会保障法における私的扶養優先の原則と家族法の規定との間に

論理的整合性を保っ必要が生 じる.

 そのため社会保障省は，1975年 法の施行に先立ち1974年 法第62条(3)お

よび第83条AADの 行政解釈を変更 した.す なわち扶養料算定 の場面にお い

て，新たに1975年 法第75条(2)(f)が 適用されることか ら，父親への扶養料

請求を社会保障給付の受給要件 とすることには合理性が認められなくなる旨の

見解を示 した.(75)裁判例においても，夫が負担すべき扶養料を決定するにあた

り，離婚後の母子家庭に対 して支給 される社会保障給付を扶養料の算定に勘案

する判断が示 された.㈹ また，その後の裁判実務で は，扶養命令発給 の際に

(社会保障給付には所得制限があることから)妻 がフル 。ペンションを得 られ

る低水準の額で扶養料を決定するとの取 り扱いも多 くなされた.㈹ このような

取 り扱いに対 しては批判的な見解 も見 られたが，社会保障給付が生別母子家庭

の第～・次的な生活資源であるとの認識が一般に広まり，今回の児童扶養法改革

に至るまでほぼ定着 してきた.(78)
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以上のことから，一般に低水準の額で養育費が取決め られるとの傾向が生 じ

た主な理由のひとっは，1975年 法第75条(2)(f)の 存在 にあるものと言 う

ことができる.㈹

 4 児童扶養法改革の基本原理

 今回の児童扶養法改革は，養育費の支払をめ ぐる上記の諸問題の改善を主た

る目的として実施 された.一 連の法改正を通 じて扶養義務者による養育費支払

の履行確保を図り，生別母子家庭が経済的に逼迫することを防こうとしている.

その基本原理は次の5点 に要約される.(80)

① 非監護親はその支払能力に従い，被扶養児童の扶養料を負担すること.

 ② 両親と暮 らしていない全ての子どもが，適切な養育費を入手できるよう

にすること.

 ③ 連邦の支出をニーズ充足を確保する最小限度に限定すること.

 ④ ワーク・インセンティヴを損なわないようにすること.

 ⑤ 制度全般が，個人のプライヴァシーに対 して非侵害的であり，かつ単純 ・

柔軟 ・効率的であること。

 このことを図式的に言うと，国家 は扶養義務者たる非監護親の第一次的養育

責任を明確にし，かっ法的強制をもって養育費を支払わせることにより，子 ど

もの権利 としての経済的なニー ド充足を法的に保障 しようとすることになる.

 以上の点を踏まえ，次節では，今回の法改正において養育費の支払はいかな

る法的関係 として構成されているのかを検討する.

(28) S.Parker， Child Support in Australia：Children's Rights or Public

  Interest?，51nternationa Journal of Law and Family 24，27(1991).

(29) Id. at 26.

(30) 金 城 秀 樹 「オ ー ス トラ リア の家 族 法 」(黒 木 三郎 監 修r世 界 の 家 族 法 』 敬 文 堂 ・

  1991年)346頁.

(31) 同 上.

(32)西 オ ー ス トラ リア州 法 に お け る破 綻 主 義 の導 入 につ き， 鍛 治 良 堅 「オ ー ス トラ リ
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   ア離婚法にお ける破綻主 義の展 開」 法律論叢 ・39巻1。2・3合 併号(1965年)

   225頁 以下参照.ま た，1959年 法の下 における破綻主義離婚関連 の判例 につ き，

   武田政明 「オース トラ リア家族 法における破綻主義 の徹底」 明治大学 短期 大学 紀

   要 ・30.号(1981年)32頁 以下参照.

(33)1975年 法の制定 は， 当時 の労働党Whitlam政 権の下 で行われ た.こ の と きの改

   革 は，「たんに離婚 に関 する法律 の条文 の改正 にとど まる もので はな く， 法 的処

   理 を担 当する専 門機関 たる家庭裁判所 の創設や，家族をあ ぐる法体系 の有 効性 を

   評価す る専門機関 たる家族問題研究所(Institute of Family Studies)の 設立 ，

   さ らには児童福祉 に関す る法制度 などにおよぶ大改革の一部」 た る性格 を有 して

   いた(森 田三郎 「オース トラ リアの離婚」(有 地亨編 『現 代 家族 の機能 障 害 とそ

   の対策』 ミネルヴ ァ書房 ・1989年)290頁).

    な お，Whitlam政 権か らHawke政 権に至 るまで の期 間 にお け るオ ース トラ

   リアの社会保障立法政策に関 して は，T. Carney and P. Hanks， AUSTRAL-

   IAN SOCIAL SECURITY LAW， POLICY AND ADMINISTRATION，

   30-35(1986).が ， その動 向を簡 潔に概観 する.

(34)1975年 法におけ る離婚事 由に関する規定 の法構造 につ き，武 田政明 「1975年 オー

   ス トラ リア家族 法における離婚事 由の研 究」 明 治大学 大学 院 紀要 ・19集(1982

   年)115頁 以下参照.

(35) オー ス トラリアの家庭裁判所制度 を論ず る邦文文献 と して，以下の諸論稿を参照

   武 田前掲 註(32)118頁 以下，西村洋子 「オース トラ リアにお ける離婚問題 と法

   の対応」 ソシオ ロジカ(創 価大)・10巻2号(1986年)77頁 以下，野 田愛：子 「子

   の福祉 をめ ぐる諸問題」 ケース研究 ・182号(1980年)61頁 以下，同 「オー ス ト

   ラ リアの家庭裁判所」(同 著 『家庭裁判所制度抄論』 西神田編 集室 ・1985年)264

   頁以下.

(36) 小川富之 厂オース トラ リアの家族法事情 一一一一 九九 一年 九 月に開 催 され た二 っ

   の会議を中心 と して」ケー ス研究 ・231号(1992年)59頁.な お，西欧諸国 にお

   け る破綻主義離婚法の考え方の基礎 となる， この事実審理抜 き破綻主義(break-

   down without inquest)に つ き，野 田愛子 「家族法 の世界的潮流 と家庭裁判所」

   家庭 裁判月報 ・38巻8号(1986年)6頁 以下 を参照.

(37) 森田前掲 註(33)289頁 、

(38) 菰渕緑 「オー ス トラ リアにおける離婚 とその社会的背景」社会問題研 究(大 阪府

   立大)・35巻1号(1985年)23頁.

(39)武 田前掲 註(32)139頁.

(40)同 上140頁.

(41) 1980年 代前半 まで の離婚率の推移を分析す る邦文文献 と して， 菰渕前掲 註(38)

   4頁 以下，西村前掲 註(35)67頁 以下，森田前掲 註(33)290頁 以 下参 照.
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(42)

(43)

(44}

(45)

(46)

(47)

(48)

(49)

(50)

(51)

(52)

(53)

(54)

(55)

C56)

(5?)

(58)

(59)

オ ー ス トラ リア に お け る事 実 婚 の実 態 と そ の法 的 保 護 に関 す る最：近 の 邦 文 文 献 と

して， 小 川 富 之 「オ ー ス トラ リア の事 実 婚  ニ ュ ー ・サ ウ ス ・ウ ェ ー ル ズ 州

の 立 法 を 中心 と して」 広 島 法学 ・13巻4号(1990年)119頁 以 下 ， 同 「事 実 婚 解

消 の 際 の財 産 の 公平 な 分配 一.一 オ ー ス トラ リア の事 例 を中 心 と して 」 法 政 論叢 ・

27巻(1991年)72頁 以 下， 参照.

金 城 前 掲 註(30)361頁.

同 上.

M.Harrison， Continuous Parenting and the Clean Break：The Aftermath

of Marriage Breakdown，23 Australian Journal of Social Issues 208

clsss>.

AIFS Survey of the Economic Consequences of Marriage Breakdown.

M.Harrison， P.McDonald and R. Weston，Payment of Child Mainte-

nance in A ustralia：The Current Position， Research Findings and Re-

form Proposals，11nternationa Journal of Law and the Family 92，101

0987).

武 田前 掲 註(32)54頁 以 下 ， 同 註(34)118頁.

武 田前 掲 註(32)62頁.

同上.

C.v. Baldock， Public Policies and the Paid Work(ゾWomen， in Baldock

and B. Cass(eds.)，WOMEN， SOCIAL WELFARE AND THE STATE

IN AUSTRALIA Ch.2，29(19$8).

Carney and Hanks， supra note(33)，at 130.た だ しOECD水 準 か ら見 る と

必 ず し も高 い と は言 い難 い.そ の理 由 につ き，R. Graycar， Family Law and

Social Security in Australia：The Child Support Connection，3Aust-

ralian Journal of Family Law 70，72 n，6(1989).は ， 所 得 保 障 制 度 に伴 う

い わ ゆ る 「貧 困 の わ な(poverty traps)」 の 存 在 ， 子 ど もの ケ ア の 不 足(the

paucity of child care)， お よ び税 制 体 系(the taxiation system)の 在 り方 ，

の3点 が あ る もの と推察 す る.

Baldock， supra note (51)，at 27.

C.マ ク レ ガー(穐 田 照 子 訳)『 オ ー ス トラ リア の 人 々 』PMC出 版 ・1987年 ，

289頁.

Harrison， supra note(45)，at 209.

Baldock， supra supra note(51)，at 28.

Id. at 29.

Id. at 2$.

Carney and Hanks， supra note(33)，at 130.
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(60)オ ー ス トラ リアの 連 邦 政 府 は，1973年 にILO 111号 条 約 を批 准 した.こ れ を受 け

   て ，1973年6月 に 連 邦 お よ び 州 レ ベ ル で ， 雇 用 と 職 業 の 差 別 に 関 す る委 員 会

   (Committees on Discrimination in Employment and Occupations)が 設

   置 され た.同 委 員 会 は労働 者代 表 ・使 用者 代 表 ・政 府 の三 者 構 成 で 組 織 され て お

   り， 調査 お よ び調 停 を行 う権 限 を有 して い た.

    ま た， 同条 約 批 准後 に行 わ れ た職 業 上 の差 別 撤 廃 に関 す る立 法 は，1970年 代 後

   半 以 降 ， ま ず州 レベ ル で行 わ れ た.す な わ ち，1975年 に南 オ ー ス トラ リア州 の 性

   差 別 法(Sex Discrimination Act)が ，1977年 にニ ュ ー ・サ ウ ス ・ウ ェ ー ル ズ

   州 と ヴ ィ ク ト リア州 の反 差 別 法(Anti-Discrimination Act)と 機 会 均 等 法

   (Equal Opportunity Act)が ， ま た1980年 に 西 オ ー ス トラ リア 州 の 機 会 均 等

   法(Equal Opportunity Act)が 制 定 され た.そ の 後， 連 邦 法 と して1984年 性

   差 別 法(Sex Discrimination Act 1984)と1986年 ア フ ァー マ テ ィ ヴ ・ア クシ ョ

   ン法(Affirmative Action Act 1986)が 制定 さ れ た.

    差 別 撤 廃 を め ぐ る上 記 の委 員会 お よ び一連 の諸 立 法 に 関 す る考 察 は ， 本 稿 の 目

   的 か ら はず れ る こ とに な るた め別 稿 で の検 討 課 題 と した い， な お， 女 性 運 動 の 観

   点 か ら差 別 撤 廃 立 法 の 制 定 過 程 を 取 り上 げ る論 稿 と して，J. A.Scutt， Legis-

   latingfor the Right to be Equal， in Baldock and Cass(eds.)，supra note

   (51).参 照.

(61) Parker， supra note(28)，at 27.

(62) Family Law Act 1975(`FLA')，s.73.

(63)離 婚 後 の子 ど も の監 護 を め ぐる オ ー ス トラ リアの 法 状 態 に つ き， 金 城 前掲 註(30)

   は次 の よ う に説 明 す る.「 離 婚 の 際 ， 家 族 法61条 に よ り， 監護 権 は双 方 ， 養 育 権

   は いず れ か 一 方 に与 え られ るの を 原 則 とす るが， 実 際 に は， ほ とん ど の 場 合 ， 監

   護 権 は母 親 に与 え られ て い る」(360頁).

    また ， 児 童 扶 養 法 改革 の 議 論 が な され て い た時 点 で の離 婚 後 の親 子 同 居 の 実 態

   面 に っ い て は ， 調 査 資 料 か ら約80%が 母 親 と同居 ， 約15%が 父 親 と 同 居 ，5%

   が そ の 他 と推 測 す る見解 が あ る.See， Harrison，McDona正d and Weston， su、era

   note(47)，at 111.

(64)離 婚 後 の扶 養 に関 して は， 離 婚 判 決 の付 随 的 救 済(ancillary relief)， ま た は 離

   婚 判 決 後 原 則 と して12ヵ 月 以 内 に 開 始 さ れ る(FLA， s.44(3))訴 訟 手 続

   (maintenance proceedings)に よ り決 定 され る こ とが通 例 で あ る. See， H：. A.

   Finlay， FAMILY LAW IN AUSTRALIA(3 rd ed.)，294(1983).

    な お， 英 米 法 体 系 にお け る訴 訟 裁 判 所 た る オ ー ス トラ リアの 家 庭 裁 判 所 の 手 続

   の実 際 につ き， 野 田前 掲 註(35)(1985年)271頁 以 下 参 照.

(65)FLA， ss.86-89.一 定 の 要 件 を 満 た した 当事 者 間 の 合意 に対 して ， 裁 判 所 命 令

   と同 様 の 法 的 効 力 が 付 与 され る(s.88).同 制 度 の 沿 革 お よ び詳 細 につ き，Finlay，
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(ss)

(67)

(68)

(69)

(70)

(71)

(72)

(73)

(74)

(75)

(76)

supra note(64)，at 296-305；D. Kovacs， New Developments in Mainte-

nance Agreements，11 Monash University Law Review 97(1985).参 照

M.Harrison， Child Support Reforms and Post-Separation Parenting

Experiences and Expectations，6Australian Journal of Family Law 22，

23 (1992).

金 城 前 掲 註(30)360頁.

この 厂あ きれ る ほ ど高 い水 準(scandalously high level)」 にあ った もの と評 され

る扶 養 命 令 の不 履 行 に対 抗 す るべ く，後 述 の1988年 法 に基 づ く履 行 確 保 の シ ス テ

ム が 導 入 さ れ た(F.Bates，Australia：Forward to the Past-Supporting

the Family in 1988，28 Journal of Family Law 397，400(1990)).森 田 前 掲

註(33)298頁 は，1975年 法 に お いて 扶 養 義 務 の 不 履 行 に 対 す る罰 則 規 定 が 不

十 分 で あ る こと を， 同法 が 「婚 姻 を破 綻 させ た もの の 責 任 を 追 及 す る べ きで は な

い との基 本 理 念 の下 に あ る た あ」(同 頁)と 解 す る.

Parker， supra note(28)， at 26.

Harrison， supra note(66}，at 23.

Harrison，McDonald and Weston， supra note(47)， at 116.こ の 理 由 と し

て， 裁 判 費用 を か け て もそれ に見 合 うだ け の増 額 が 認 め られ る と は限 ら な い 点 ，

お よ び発 給 さ れ る裁 判 所 命 令 にっ い て そ の確 実 な履 行 が 必 ず しも保 障 さ れ て い な

い点 を挙 げ る こと が で きる(ibid.)，

1988年 当 時 の1週 当 た り平 均 額 は24豪 ドル程度 で あ った.See， ：Harrison， supra

note{66)，at 23.

1947年 法 は， 制 定 時 に は社 会 サ ー ヴ ィ ス統 合 法(Social Services Consolida-

tion Act 1947)と 称 し，1908年 老 齢年 金 法(lnvalid and Old-age Pensions

Act 1908)，1942年 寡 婦 年 金 法(Widows'Pensions Act 1942)，1912年 出産 手

当法(Maternity Allowance Act 1912)，1941年 児 童 基 金 法(Child Endow-

ment Act 1941)，1944年 失 業 お よ び疾 病 給 付 法(Unemployment and Sick-

ness Benefits Act l944)法 を統 合 す る もので あ っ た.そ の後 ，1954年 の 名 称 変

更 に よ り1947年 社 会 サ ー ヴ ィス法(Social Services Act 1947)と な り， 更 に1

982年 の 改正 法(Social Services Legislation Amendment Act 1982)を 経 て

現在 の 名称 に至 って い る.

Ss.62(3)and 83 AAD provide： ”A pension[or benefits shall not be

granted......，unless she has taken such action as the Director-General

considers reasonable to obtain maintenance from her hasband or former

hasband.”

See， Carney and Hanks， supra note(33)，at 152.

E.g. In the Marriage of Todd(R. W. and Y. D.)(Na 2)(1976)25 F. L. R.
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  260；In the Marriage of Myerthall(M. and M.)(1977)30 F. L. R.122；

  In the Marriage of Brady(A. P. and E. B.)(1978)34 F. L. R.422.

(77) Carnet'and Hanks， supra note (33)，at 156.

(78)Ibid.こ の取 り扱 いが 実 務 上 定 着 し た理 由 の ひ と っ と して ， 前 述 の よ う に1975

  年 法 の下 で は扶 養 料 の 履 行 確 保 が 確 実 に 保 障 され て い な か った こ とを 挙 げ る こ と

  が で き る.

(79} See， also， H. A. Finley， supra note(64)，at 284-285；Harrison， supra

  note(45)，at 209.

(80) Parker， supra note(28}，at38.

(二) 養育費支払の法的関係

 1988年 および1989年 に行われた法改正により，オース トラリアでは行政機

関を利用した養育費の算定および徴収 ・給付のシステムを確立した.こ のうち，

第1の 改革パ ッケージである1988年 の法改正は通常 「ステージ1(stage 1)」

と称され， また，ユ989年に実施 された第2の 改革 は 「ステージ2(stage 2)」

と称されている，

 前述のように， これら一連の児童扶養法改革は，未成熟子扶養における親の

第一次的養育責任の重視，子 どもの権利の適切 ・確実な保障，親のプライヴァ

シー保護，という政策的意図に基づき行われた.こ れを踏まえて本節では以下，

新たに採用されたシステムでは，離婚後の養育費の支払がいかなる発想の下に

どのような法的関係として構成 されているのかを検討する.

 1 CSAに よ る定 期 給 付 債 権 の履 行 確 保

 1988年 の ス テ ー ジ1で は， 履 行 確 保 制 度 の改 革 を 目的 と して1988年 児 童 扶

養(登 録 お よ び徴 収)法(Child Support(Registration and Collection)Act

1988)が 制 定 され た.ま た ， そ れ に伴 い家 族 法 と社 会 保 障法 の 関連 す る部 分 が

改 正 され た.(81)こ の新 児 童 扶 養 法(以 下 ，1988年 法 と略)で は ， 養 育 費 の 支

払 に国 家(連 邦)を 関 与 させ る こ とに よ り， 従 来 は私 人 間 の 債権 ・債 務 関係 と

して 構 成 され て い た養 育 費 支 払 の 法 的 関 係 を， 連 邦 対 個人 の債 権 ・債 務 関係 に
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転 換 す る制 度 を 新 た に設 定 した.

 1988年 法 に基 づ き， 連 邦 国 税 庁(Australian Taxation Office.)内 に扶 養 料

の登 録 ・徴 収 の実 施 機 関 た る児 童 扶 養 機 関(Child Support Agency： 以 下 ，

CSAと 略)が 設 置 さ れ た.同 法 の運 営 責 任 者 は登録 官(Child Support Regis-

trar)と 称 さ れ，(82)国税 庁 長 官(Commissioner of Taxiation)が 務 め る.(aa)

次 に述 べ る ス テ ー ジ2と は異 な り， ス テ ー ジ1に お け るCSA設 置 の 主 目的 は，

既 に確 定 して い る扶 養 料 た る定 期 給 付 債 権 の履 行 確 保 に あ る.<84)

 受 領 権者 の届 出 に基 づ きCSAに 扶 養 料 た る定 期 給 付 債 権 が 登 録 され る と，

そ の 登録 に よ り扶 養義 務 者 と受 領 権 者 と の直 接 の法 律 関 係 は切 断 され ， 連 邦 政

府(Commonwealth)と 扶 養 義務 者 との 間 の 権 利 義 務 関 係 に 転 換 す る.(85)具

体 的 に は， 扶 養 料 の 支払 にCSAを 利 用 す る場 合 ， 扶 養 義 務 者 お よ び受 領 権 者

は以 下 の 方 法 に よ りそ れ ぞ れ支 払 と受 領 を行 う.

 まず 扶 養 義 務 者 が 被 用 者 の 場 合 に は， 使 用者 が給 与 か ら扶 養 料 を控 除 して，

源 泉 徴 収 の 形 でCSAに 納 付 す る こ とが 原 則 とな る.圃 自営 業 者 な ど の よ う に

源 泉 徴 収 が 困 難 で あ る場 合 に は，CSAに 対 して 扶 養 料 を毎 月 期 日 に 直 接 納 付

す る.(87)更 に， 被 用 者 で あ って も裁 判 所 が 認 め た場 合 に は， 源 泉徴 収 に か え て

扶 養 料 をCSAに 直 接 納 付 す る こ とが 可 能 で あ る.(88)滞 納 防 止 対 策 と して は，

源 泉 徴 収 ・直 接 納 付 と もに滞 納 者 に制 裁 金(penalty)を 科 す こ と に よ り定 期

的 な扶 養 料 納 付 に イ ンセ ンテ ィヴ を与 えて い る.(es)

 CSAに 納 付 され た扶 養 料 は， ～ 旦 ，1988年 法 に基 づ き新 た に設 置 され た 児

童 扶 養信 託 勘 定(Child Support Trust Account)に 振 り込 ま れ た 後 ，(9D)社会

保 障省(Department of Sociel Security： 以 下 ， DSSと 略)に よ り同 勘 定 か

ら引 き出 され， 翌 月 の期 日(毎 月第1水 曜 日)(91)にDSSか ら受 領 権 者 へ の 給

付 が 行 わ れ る.こ の過 程 にお いて，DSSは 扶 養 料 と社 会 保 障 給 付 との 調 整 を

実 施 す る こ とが 可 能 と な る.

 そ こ で ス テ ー ジ1で は，1947年 社 会 社 会 保 障 法 の 修 正 法(Social Security

and Veterans'Entitlements(Maintenance Income Test)Amendment Act

1988)を 制 定 し， 所 得 制 限 を有 す る社 会 保 障 給 付 の受 給 権 者 で あ り， か っ扶 養
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義務 者 の 存 在 す る者 に対 して実 施 され る， 扶 養 料 の審 査 に関 す る諸 規 定 を設 け

た.(sz)こ れ に よ り， ひ と り親 家 族 関 係 の社 会 保 障 給 付 の 申請 者 に は， 従 来 か ら

の受 給 要 件 で あ る所 得 審 査(income test)と 資 産 審 査(assets test)に 加 え

て， 扶 養料 審 査(maintenance income test)が 課 さ れ る こ と に な っ た.(93)

 2 養育費の算定方法

 続 く1989年 に実施 されたステージ2の 改革では，1989年 児童扶養(ア セス

メント)法(Child Support(Assessment)Act 1989： 以下，1989年 法と略)

が制定 され，同法は1989年10月1日 に発効 した.し たが って1989年10月1

日以降に子 どもを出産 した， もしくは有子夫婦で同 日以降に離婚 した場合には，

養育費の支払および受領にっきステージ1・2の 改革によ り制度化 された新 た

なシステムの適用対象 となる.(sat

 同法ではCSAに よる養育費算定の方式が定められた.従 来， オース トラリ

ァも英国と同様に，養育費の内容は裁判所において裁判官の裁量により決定さ

れていた.今 回の法改正では新たに，監護者が必要事項を記入 した養育費の申

請書を行政機関たるCSAに 提出すると，所定の計算式を用いて養育費が算定

されるシステムを採用 した.(ss)

 1989年 法で開発 された養育費算定のたあの計算：式の基本的な考え方 は，扶

養義務者の前年度の所得にインフレ率を乗 じた額か ら非課税所得を減 じた額を

算出し，それに定数(被 扶養児童の数に応 じて定められる)を 乗 じた額を1年

間の養育費 とする， というものである(96)したがって扶養義務者が安定的な収

入を得ている限り，算出される養育費の水準はインフレによる物価上昇にも対

応し得 ることになる.

 養育費算定の基本式(basic formula)は ，次のとおりである.㈱ ただ し後

述のように，父母の共同監護の場合，兄弟姉妹間で監護親が異なる場合，子ど

もの監護者が両親以外である場合， もしくは扶養義務者が(監 護者の異なる)

複数の親子関係に対 して扶養義務を負 う場合には，基本式は適用されない.

一28一



The basic formula

 CS=[(NCPI×IF(e))一Ex.1]×CS%

Code

CS

NCPI

IF

Ex.1

CS%

(a)

=養 育 費

 (Child Support)

=非 監 護 親 の 前 課 税 年 度 の 所 得

 (Non-Custodial Parent's Income for the last

 taxiation year before the start of the child support

 year)(98)

=イ ン フ レ 率

 (lnflation Factor)

ニ1年 間 の 非 課 税 所 得

 (liable parent's Exempted Income amount)(99)

=被 扶 養 児 童 の 数 に 応 じ て 定 め られ る 定 数

 (Child Support Percentage)X100?

二 ・child supPort income amount”(lol)

 この基本式により画一的に決定される養育費の算定結果と比べて，監護者ま

たは扶養義務者に存する個別特殊の諸事情を勘案することが妥当な結果をもた

らす場合 も存在する.こ の点にっき1989年 法は，個別特殊の諸事情 として勘

案すべき事由を以下のように定型化 し修正を加えている.(102)

 ① 扶養義務者の所得が一定額以下であり，かっ④以下の諸事由にかか らな

い と き.㈹ す な わ ち(a)≦Ex.1を 満 た す 場 合 に は，扶 養 義 務 者 は養育 費 の 支

払 を免 除 され る.

 ② 扶養義務者の所得が一定額を越え，かつ④以下の諸事由にかからないと

き.(104)すな わ ち(a)>AWE×52×2.5を 満 た す場 合 に は次 の 式 を適 用 す る.

CS= (AWE x 52 x 2.5-Ex.1)xCS
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Code

 AWE  =1週 当 た り の 国 内 標 準 稼 得 額

       (relevant Average Weekly Earnings amount)X105'

 AWE×52=AWEの 年 間 換 算 額

       (yearly equivalent of the relevant Average Weekly

      Earnings amount)

 ③ 監護者が一定額を越える所得を有 しており，かっ④以下の諸事由にかか

らないとき.(106)すなわち下記の(b)〉(c)を 満たす場合には，被扶養児童が6

歳か ら12歳 までの期間に限り次の式を適用する.た だ し基本式を用 いて算出

される額の25%を 下限 とする.

CS

Code

 CI

CCC

(b)

(c)

={((a)一Ex」)一[(CI×IF(
b))一(AWE×52十CCC(，))]}

                        XCS

=監 護 者 の 前 課 税 年 度 の 所 得

 (Custodian's Income for the last taxiation year before

 the start of the child support year)

=被 扶 養 児 童 に 要 す る 監 護 費 用

 (Cost of Child Care for dependent children of the

 custodial patent)Clo7

=“custodian's child support income amount”(lo8)

_”custodian's disregarded income amount”X109'

 なおこの算定方法で注目される点は，監護親が再婚 した場合であって も，そ

の配偶者の所得は養育費の算定に際 して考慮されないことである.こ のことは，

児童扶養における血縁関係(あ るいは養親子関係)の 重視を意味するものと解

される.(m)
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 ④ 父母の共同監護，または兄弟姉妹間の監護者が異なるとき.た だ し上記

③にかかる場合を除 く.㈹ これらの場合には，両親が ともに扶養義務者であ

るものと見な し，父母それぞれにっき基本式を適用 して養育費を算定する.そ

の際，被扶養児童の数(共 同監護のときには子ども1人 にっき0.5人 と数える)

に応 じて修正を加えたCS%の 定数を用いる.(ii2)

 ⑤ 被扶養児童の両親以外の者が監護者となり，両親がともに扶養義務者で

あるとき.(113)この場合には，父母それぞれにっき基本式または上記①か ら③

の式を用いて養育費を算定する.た だし算出された父母それぞれの額の和が一

定額を越える場合には， これに修正を加えて養育費を算定する.す なわち，

C：L>1.5×(AWE×52×2.5-E。.1)×CS%を 満たす場合には，上記 の式を用い

て算出された額に，次の式を乗 じて養育費を算定する.

  1.5x(AWE x 52 x 2.5-Ex.1)xCS

        CL

Code

 CL =基 本 式 ま た は① か ら③ の式 を用 いて 算 出 され た父 母 それ ぞ れ

 の額 の和

 (Combined Liability amount)

 ⑥ 扶 養 義 務 者 が(監 護 者 の 異 な る)複 数 の親 子 関係 に対 して扶 養 義 務 を負

う と き。('14)この場 合 に は， それ ぞ れ の 監 護 者 に っ き基 本 式 ま た は上 記 ① か ら

⑤ の式 を用 い て算 出 した額 に， 次 の式 を乗 じて その 養 育 費 を 算 定 す る.た だ し

⑤ に か か る場 合 にっ い て は，CLに 上 限 を設 け な い もの とす る(し た が って ，

CL>1.5×(AWE×52×2.5-Ex.1)×CS%を 満 た す場 合 で あ っ て も， 算 出 され

た額 に は修 正 を加 え な い).

   NCCC

   TNC

Code

 NCCC  翼 それぞれの監護者の監護下にある被扶養児童の数
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      (Number of Children in Custodian's Custody)

TNC  =扶 養 義 務 者 の被 扶 養 児 童：の総 数

      (Total Number of Children)

 CSAで は監護者からの申請を受け，以上の算定式を用 いて養育費 の決定を

行 う.い ずれの当事者か らも異議がない限り， この決定 は毎月期 日が到来する

定期給付債権 として確定する.

 しか し当事者がCSAに よる算定結果に疑義を抱 く場合や，養育費決定 の際

に上記以外に存在する個別的な諸事情の勘案を望む場合，あるいは養育費の決

定後に事情変更が生 じ養育費の見直 しを希望する場合なども，また存在する.

1989年 法はこのような場合に，裁判所に対 して申立てを行 うことがで きると

の規定を設けている.そ こで次に，CSAの 決定に対する裁判所の関与につい

て取り上げることとする.

 3 裁判所の関与

 上述のように今回の児童扶養法改：革により，養育費に関する措置形成は原則

的に行政機関たるCSAを 介 して行 うものとされた.こ の形態を採用するため

には，行政機関の決定に対 して独立の裁判所が行 う司法的統制の手続が設けら

れなくてはならない.ま た，新たに生 じた事情変更により養育費の見直 しが求

められる場合には，定型化された算定方法を用いるよりも個別的な裁量による

算定を行 う方がより妥当な結果をもたらす.

 これらの点に対応するため，1988年 法では制定法上の根拠規定として，CSA

の算定内容に不服がある当事者は裁判所に以下の申立てを行 うことできる旨の

諸規定を置いた.な お，当事者間の合意をめぐる裁判所の関与については，次

項において述べる.

 第1に ，CSAに 対する養育費算定の申請が却下 されたとき， 当該申請者 に

は，養育費の算定に際 してCSAの 利用資格を有 して いることの確認判決

(declaration)を 求めることが認められている.(115)
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 第2に ，CSAに よる養育費の算定に不服があるとき，監護者 または扶養義

務 者 に は裁 判 所 に上 訴(appeal)す る こ とが 認 め られ て い る.(116)こ の 申 立 て

を認 容 す る場 合 ， 審 理(hearing)を 行 っ た裁 判 所 は， 算 定 の 確 認 ・変 更 ・取

消 しの命 令 を発 す る こ とが で きる.

 第3に ，当事者には，CSAに よる養育費の決定後，当該ケースに関す る特

別 な 諸 事 情(special circumstances)の 存 在 を理 由 と して 裁 判 所 に 変 更 命 令

(departure order)の 申 請 を な す こ とが認 め られ て い る.(117)裁判 所 は， 次 の3

っ の要 件 を満 た して い る もの と認 め られ る場 合 に命 令 を 発 給 す る.(118)

 ① 請 求 原 因(grounds for departure)が 示 さ れ て い る こ と.条 文 上 ， 請

求 原 因 とな る事 由 と して次 の もの が掲 げ られ て い る.(u9)(a)一 方 の親 の扶 養

能 力 が 減 少 す る こ と，(b)扶 養 にか か る費 用 に大 き な 影 響 を 与 え る 要 因 が 存

在 す る こ と， あ る い は(c)上 記 の 算 定式 を適 用 した結 果 ， 養 育 費 の 決 定 が 不

公 正 か っ不 公 平(unjust and unequitable)な 水 準 とな る こ と.

 ② 子 ど も ・監 護 者 ・扶 養 義 務 者 の 三 者 に と り， 正 当 か っ 公 平(just and

equitable)と な る こ と.

 ③ そ の 他 の 点 で 適 切(otherwise proper)と な る こ と.(120)

 変 更 命 令 の 場 合 に は， 裁 判 所 は 自 ら養 育 費 を 決 定 す る こ とが で き る ほ か ，

CSAに 対 して 他 の算 定 式 ま た は異 な る数 値 を 適 用 した 養 育 費 の 算 定 を命 ず る

こ とが で き る.

 第4に ，養育費の支払を定期給付債権以外の方法(一 括払lump sumや 現物

給付in-kindな ど)で 行うことを希望する監護者 または扶養義務者 は， CSA

による養育費の決定後，裁判所に代替命令(substitution order)の 発給を申

立てることが認められている.(121)命令の発給に際 して満たすべ き要件 は，変

更命令における②および③の要件と同 じである.ま た，CSAに より算定され

た養育費を減額するか否かの裁判所の判断(お よび減額の場合にはその理由)

は命令の必要的記載事項であり，減額が行われる旨の命令の場合にはCSAは

直ちに養育費の算定を行わな くてはならない.

 1989年 法においてこの制度を設定 した政策的意図のひとっに， いわゆるク
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リーン・ブレイク理念の実現があるものと解 される.(122)またそれと同時に，

次のような方法をもって社会保障支出の削減をも図っている.

 代替命令に基づき毎月の養育費を減額支給されている監護者が所得制限を有

する社会保障給付の受給適格者となったとき，監護者はCSAに 対 して養育費

算定の申請をなす ことができる.こ の申請を受けて行われる毎月の養育費の再

計算にあた り，養育費の減額率は前項で述べた計算方法により算出された額の

25%を 上回ることはできないものとされた。 したがって扶養義務者は，最低

で も通常の75%の 額の養育費を毎月支払 うべきことになる.た だしこの場合，

扶養義務者には裁判所に対 して代替命令の取消 しまたは変更を求めることが認

あられている.

 第5に ，CSAに 対 して養育費算定の申請を行 い，かっ養育費の確定前であ

る者か らの申立てに基づき，裁判所は緊急扶養命令(urgent maintenance order)

を発することができる.㈱ これは，子 どもが緊急の金銭的援助を必要 として

いる(the child is in urgent need of financial assistance)も のと裁判所が認

めた場合に，適切と考えられる方法による一・定期間の金銭の支払いを，申立人

が扶養義務者 としてCSAに 申請 した者を名宛人 として命ず ることのできる裁

判所命令である.裁 判所は，申請に対するCSAの 判断に関わ らず命令を発給

することができる.

 4 当事者間の合意の尊重

 養育費の支払と受領は，本来，当事者の合意に基づき自発的かっ円満に行わ

れることが望ましい.そ の一方で，子どもの権利の法的保障の観点からは，夫

婦間で取決められた措置内容に対 して後見的な公的介入を介在 させることも必

要となる.こ の点を考慮 して1989年 法では，以下のよ うな形で当事者間の取

決めにより養育費の支払内容と支払方法を決定することが認められた.

 第1の 方法 として，前述の変更命令または代替命令の申請を，両当事者の合

意の下に行うことができる.

 第2に ，児童扶養協定(child support agreement)と 称 される合意の方法
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が あ る.(129)これ は， 監 護 者 と扶 養 義 務 者 と の 間 で 成 立 した 養 育 費 の 支 払 に関

す る合 意 を文 書 化 して ，CSAの 承 認(acceptance)ま た は裁 判 所 へ の 登 録 を

受 け る制 度 で あ る.こ の制 度 の利 用 に際 して は，CSAに よ る養 育 費 決 定 の 処

分 が既 に な され て い るか 否 か は問 わ れ な い.協 定 に は次 の2っ の形 態 が あ り，

いず れ も事 後 に変 更 が 可 能 で あ る.た だ し一・旦 承 認 ま た は登 録 を受 け た合 意 内

容 を変 更 す る と き に は， 改 めてCSAの 承 認 また は裁判 所 の 登 録 を 要 す る.ま

た， 同意(concurrence)が 詐 欺 ま た は不 当 圧 力(undue influence)に よ る も

の で あ る場 合 ， 裁 判所 は一 方 当事 者 の 申請 に基 づ き協 定 を取消 す ことがで きる.

 ① 当事者の合意の下に養育費を定期給付債権 として設定する場合，または

その額の変更を望む場合，登録官(た だ し実務上 はCSA)に 対 して承認 の申

請を行 う.申 請 した合意が一定の要件を満た しているときには，登録官による

承認がtoさ れる.こ の承認を得た合意は，変更命令 と同様の効力を有す る.

CSAへ の申請が却下 された場合，当該申請者 は裁判所 に上訴す ることが認 め

られている.(its)

 ② 当事者の合意の下に養育費の支払いを定期給付債権以外の方法で行う場

合，合意内容を1975年 法に基づき裁判所に登録することができる.こ の登録

を認められた合意は，同法における判決(decree)と 同様の効力を付与される.

 第3の 方法として，CSAへ の申請を行わず当事者間の私的な合意のみで養

育 費 の 内 容 を決 定 す る こ とが で き る， この方 法 は， プ ライ ヴ ァ シー保 護 に最 も

適 して い る もの と言 え る.し か し仮 に この 取 決 め が な され て い る場 合 で あ って

も， 監 護 者 は随 時CSAへ の 申請 を なす こ とが で き る.ま た ， 監 護 者 が 所 得 制

限 を有 す る社 会 保 障 給 付 の受 給 を望 む とき に は，DSSに よ りCSAへ の 申請 を

求 め られ る こ と にな る.(izs)

5 申 請 権 者

 CSAに よる養育費算定のシステムを利用する際，父母が法的に婚姻関係 に

あったか否かは問われないものとされた.(tzr)ただ し扶養義務者が継親 あるい

は里親である場合には， このシステムを利用することができない.(⑳ したがっ
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て， これらの場合には従来 と同様，1975年 法に基づき裁判官の裁量により養

育費の分担額が決められることになる.こ れに対 して，扶養義務者が実親ない

し養親の場合には，監護者はその法的身分にかかわ らず現在のケア(世 話)の

事実(ongoing daily care)を 根拠に， CSAに 対 して養育費算定の申請をなす

ことが認められた.(129)

 これらの取 り扱いは，オース トラリアにおける事実婚の増加をはじめとする

家族関係の多様化を反映するものであるとともに，実親子関係 と養親子関係を

扶養の場面における基本的な親子関係と見なすという政策的配慮の現れである

ものと解される.

 ステージ1・2の 改革を経て，養育費の支払は以上のような法的関係 として

構成されることとなった.本 節では最後に，その主な特徴を整理 し，あわせて

検討課題を提示しておきたい.

 ① 法構造の観点から見た場合，今回の改革の最大の特徴は，離婚後の子ど

もの権利(経 済的なニー ド充足)を 国家(連 邦)が 保障するために，親をして

第一次的養育責任を果たさせるべき法的手段を設けたことにある.U30)

 (a) これは，扶養義務者による私的扶養の優先という基本理念 に基づ くも

のであり，私的扶養義務の履行が可能である場合には社会保障給付を生別母子

家庭の主たる生活資源 となす ことは原則的に認められないということを意味す

る.

 (b) その一方で，離婚当事者の自己決定権尊重の観点からCSAの 利用はあ

くまでも当事者の申請に基づ くものとし，私的な合意のみで養育費の決定を行

う余地 も残 している.こ のことはまた，クリーン・ブレイク理念に対する配慮

との性格 も有 している.し か し当事者の合意に基づき養育費が決定 されている

場合であって も，監護者は随時CSAへ の申請を行うことができるものとして，

子どもの権利の保護が図 られている.ま た，所得制限付 きの社会保障給付の受

給を希望する監護者はDSSに よりCSAの 利用(す なわち私的扶養義務の履行

請求)を 求め られることになり， ここにおいて，私的扶養優先の原則の下，当
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事者の自己決定権の尊重に対 して制限が加え られる.

 (c)養 育費決定の場面における当事者の自己決定権の尊重につ き，1989年

法は上記の当事者間の私的な合意のみに基づく決定方法に加え，当事者間の合

意に対 して法的効力を付与する諸制度を設 けている.そ こで，(一 一方当事者の

申請に基づき養育費が自動的に算定 されることにな る)CSAの 利用を回避す

ることができる諸制度の利用率や，そこにおける取決あ内容の傾向を統計的に

分析することにより，養育費の支払をめぐる法意識の動向を推測することがで

きるものと思われる.

 (d)私 的扶養の優先という1989年 法の基本理念に起因する問題点 として，

新たに1989年 法で採用された算定式を用いてCSAに より画一的に算出された

養育費が，両当事者にとり妥当な決定となり得るものであるか否かという点を

挙げることができる.こ の点にっいては次章において検討を加えることとする.

また，養育費の算定にあたりCSAで は申請者をいくっかのカテゴ リーに分 け

てそれぞれに該当する算定式を適用するが， この分類方法自体の妥当性 も問題

となろう.

 ② 今回の改革における制度面での特徴は，行政機関(CSAとDSS)を 利

用 して離婚後の養育費の算定 ・徴収 ・給付を行うための一貫 したシステムを確

立 したことにある.こ れにより，養育費算定 における裁量の要素の排除ととも

に，養育費支払の履行確保や，私的扶養と社会的扶養 との調整が制度上より容

易なものとなる.

 (a)既 に述べたとおり，1975年 法は有責主義を排斥 して破綻主義離婚を採

用 した.こ こにおいて，離婚の成立 と離婚後の扶養をめぐる措置形成とは，基

本的に別個の法的問題 として取 り扱われることになる.そ のため，行政機関に

よる画一的な養育費決定 システムの導入それ自体については，理論上，特に問

題を生 じることはない.

 (b)CSAで は監護者の申請に応 じて画一的に養育費の算定を行 うため， 申

請者および扶養義務者に存する個別具体的な諸事情は考慮 されないことになる.

そのため，CSAの 決定に対 して不服がある当事者 には裁判所に上訴すること
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が認められている.そ こで，既定の算定式を用いて行 う行政機関による画一的

な養育費の決定は，判例上，具体的にいかなる要件の下でどの程度修正される

のかという点にっいて，今後の動向を分析する必要がある.こ の作業を通 じて，

養育費の決定における裁量の要素を抽出できるものと思われる。(131)

 (c)第2章 において述べたように，養育費の履行確保制度 につ いては， わ

が国でもその改善策として給与天引制度や養育費立替払制度の新設が提案され

ている.し か し，これ らの改善策の導入にあたっては，職場における個人のプ

ライヴァシー保護がまず解決 されるべき課題となる.こ の問題についてオース

トラリア法では，個人のプライヴァシー保護の観点か ら裁判所が必要と認定 し

た場合にはCSAへ の直接納付を認めるものとして，解決を図 っている.そ こ

で， この裁判所の認定基準を分析することにより，親の第一次的養育責任の追

及を通 じて保護される子どもの権利と大人のプライヴァシー保護との調和を，

裁判所がどの程度配慮 しているのかが明 らかとなろう.

(81) Family Law Amendment Act 1987；Social Security and Veterans'Enti-

   tlements(Maintenance Income Test)Amendment Act 1988.

(82) Child Support(Registration and Collection)Act 1988(`CS(RC)A')，s.

   11.

(83) Id. at s.10 (2).

(84) 未成熟 子の養育 費 とともに， 離婚 配偶 者 に対 す る扶 養料 も同 法 の対象 とされ る

   (CS(RC)A， ss.17，18).な お， ステージ1の 改革 を概観 す る論 稿 と して， 碓

   井光 明 「税務署 を利用 した離婚扶養料 の支払 い」 ジュ リス ト ・927号(1989年)

   16頁 を参照

(85) CS(RC)A， s.30.裁 判所命令 または命令 と同様の効力を有す る合意 により扶 養

   料 たる定期給付債権が確定 した場合，原則 と して14日 以内にCSAに 届け出 る義

   務 が生 じる.た だ し所得審査 を有す る社会保障給付の受給者を除 き， 一・定 期間 内

   に届 け出ることによ りCSAへ の登録を行わな いことも認め られ る.い ず れ の場

   合 であって も届 け出を懈怠 したときには罰金(fine)を 科 され る(id. at s.23).

(86) Id. at s.43.

(87) Id. at s.44.

(88)Id. at s.44.源 泉徴収 がプ ライヴ ァシー保護の観点か ら望 ま しくな いと認め られ

   る場合，裁判所 は同条を根拠 として源泉徴収以外 の支払方法 を命 じる ことがで き
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   る.See， CCH Australia Limited， GUIDEBOOK TO AUSTRALIAN

   FAMILY LAW(8 th ed.)，273(1991).

(89) CS(RCS A， ss.51，67.

(90) Id. at s.74.

(91? Id. at s.76.

(92) See， Graycar， supra note(52)，at 80-82.

(93) オース トラ リアの所得保 障制度 の概要 につ き，本 田清隆 「オース トラ リアの社 会

   保障事情(概 説)」 海外社 会保 障情報 ・82号(1988年)3頁 以下 参 照.ま た， 海

   外社 会保障動向研究会 編 『海外社会保障動 向』(ぎ ょうせい ・年刊)は ， 所 得保

   障を含む社会保障制度全般 の動向に関する最新情報 を提供 する.

(94)被 扶養児童が この システムの適用外 とな る場 合， 養育費 の決定 は従来 どお り1975

   年法の諸規定 に基づ き裁判所 により行われ ることにな る.

(95)養 育費の算定方式 の決 定 に影響 を与 え た報告 書 と して， 政 府 のCabinet Sub-

   Committee on Maintenanceが1986年 に提出 したデ ィスカッション ・ペーパー，

   CHILD SUPPORT：ADISCUSSION PAPER ON MAINTENANCEと ，

   家庭裁判所裁判官Fogartyを 委員長 とす るChild Support Consultive Group

   による1988年 の報告書CHILD SUPPORT：FORMULA FOR AUSTRALIA

   があ る.

    前者 は児童扶 養法改革 の目的 として， オース トラ リアに居住す る貧 困 児童 の生

   活 水準 向上 と， ひ とり親家族 の(社 会 的)扶 養 にかか る納税者 の負担 軽減 を掲 げ

   てい る(at 14).こ の両 者の目的 を両立 させるたあには， 非監 護者 の所 得 に比 重

   を置 く養育費の算 定方 式が採 用される必要 がある ことになる.

(96) したが って， これはいわゆ る所得 パーセ ン ト方式 を基本 と して開発 され た もの と

   解す ることがで きる.し か し，養育費の算 定にあた り非監護者 の所 得 に上限 ・下

   限を設けて いる点や， 監護者の所 得につ きその所 得額 が一定水準 に達 す るまで は

   算定 に勘案 され ない点な どにお いて アメ リカ ・ウ ィスコンシン州 の ガイ ドライ ン

   とは異 なる特徴 を有す る.

    なお， アメ リカ各州で用 いられて いる養育費算定の ガイ ドライ ンの 基本 的 な発

   想 と制度内容 に関 して，下夷前掲 註(23)(1993年)253頁 ， 東京 家庭 裁判 所

   「養育 費分担額査定 の研究(そ の2)」 家庭裁判月報 ・40巻7号(1988年)239頁

   以下参照.

(97)Child Support(Assessment)Act 1989(`CS(A)A')SS.35-39.以 下 の計

   算 式 は， 条 文 お よ び前 掲 註(88)のGUIDEBOO：K TO AUSTRALIAN

   FAMILY LAWを 参考 に筆者が作成 した.

(98)CS(RC)A， s.38.こ の場合 の 「所得」 は，1936年 所得税査定法(lncome Tax

   Assessment Act 1936)に お ける種 々の控除を経た，課税標準(taxable income)
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   を 指 す(id。 at ss、55-64.)。

(99) Id. at s.39.

(100)Id. at s.37.こ の 定 数 は以 下 の よ うに 定 め られ て い る.

    被 扶 養 児 童 が1人=18%；2人 二27%；3人=32%；

          4人=34%；5人 以 上=36%.

(101) Id. at s.38.

(102)Id. at ss.40-54.

(103) Id. at s.41.

(104)Id. at s.42.

(105)前 年 度 の 公 式 統 計(Australian Statistican)に お け る フル タイ ム雇 用 の 成 人 の

   平均 賃 金 を 指 す(id. at s.5).

(106) Id. at ss.43-46.

(107)Id. at s。46(2).こ の額 は以 下 の よ うに 定 め られ て い る.

    年 度 開 始 時 に6歳 未 満 の第1子   =AWEの11.5%

    年 度 開 始 時 に6歳 未 満 の第2子 以 下 二 1人 に っ きAWEの2.5%

    年 度 開 始 時 に6歳 以 上12歳 未 満 の子= 1人 につ きAWEの5%

(108  /d.ats. 45.

(109) Id. at s.46.

(110)Parker， supra note(28)，at 54.

(111)CS(A)A， ss.47-49.

(112)Id. at s.48.こ の定 数 は以 下 の よ う に定 め られ て い る.

    被扶 養 児童 が 0.5人=12%；1.0人=18%；1.5人=24%；2.0人=27%；

           2.5人=30%；3.0人=32%；3.5人=33%；4.0人=34%；

           4.5人=35%；5.0人 以 上 ；36%.

(113)Id. at ss.50-52.

(114) Id. at ss.53-54.

(115) Id. at ss. 106-1Q9.

(116) Id. at ss.110-113.

(117)Id. at ss.114-120.同 命 令 を め ぐる第117条 関 連 の主 な裁 判 例 と して ， 以 下 の

   も の が あ る.In the Marriage of Savery(1990)13 Fam LR 812；In the

   Marriage of Morrison(1990)13 Fam LR 822；In the Marriage of Berry

   (1990)14Fam LR 215；In the Marriage of Bruke and Elliott(1990)14

   Fam LR 266；In the Marriage of Loogman(1990)14 Fam LR 320.

(118)CS(A)A， s.117(1)(b).

(119) Id. at s. 117 (2).

(120)Id. at s.117(1}(b)(ii)(B).
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(121) Id. at ss.121-131.

(122)Parker， supra note(28)，at 35.

(123)CS(A)A， ss.139，140.

(124) Id. at ss.80-98.

0125) Id. at ss.132-135.

(126)ス テ ー ジ1の 一 環 と して 行 わ れ た 家 族 法 の 改 正(Family Law Amendment

   Act 1987)に お い て も， 国 家 お よ び そ の他 の者 に優 先 す る親 の第 一 次 的 養 育 責 任

   が 強 調 され た(ss.66(B)(1)，66(B)(2)).そ れ と同 時 に第75条(3)を 新

   設 し， 第74条 に基 づ く扶 養 命 令 の 発給 に あ た り裁 判 所 は 所 得 制 限 を 有 す る 社 会

   保 障 給 付 の受 給 権 を 斟 酌 す る もの で は な い と の 規 定 を設 け た(“In exercising

   its jurisdiction under s 74， a court shall disregard any entitlement of the

   party whose maintenance is under consideration to an income tested

   pension， allowance or benefit.”).

(127) CS(A)A， s.25 (1) (b).

(128) Id. at s.26.

(129) Id. at s.25 (2).

(130)S.Parker， Child Support：Rights and Consequences， in P. Alston， S.

   Parker and J.Seymour(eds.)，CHILDREN，RIGHTS AND THE LAW，

   150一一168(1992).は ， 福 祉 国 家 にお け る帰 結 主 義(consequentalism)に 基 づ

   く子 ど もの権 利 論 の観 点 か らオ ー ス トラ リア の児 童 扶 養 法 改 革 を 考 察 す る.同 論

   稿 に対 す る批 判 と して，R. Bailey-Harris， Child Support：Is the Right the

   Wrong One?AComment on Parher， in id.，169-172.

(131)1990年 ま で の 裁 判例 の動 向 を検 討 す る論 稿 と して，A. Lanteri， Child Support

   Assessment：Reviews by the Court，5Austrailan Journal ofFamily Law

   120 (1991).

(三)英 国1991年 児童扶養法に与えた影響

 わが国の社会保障法を考察する場合，ベヴァリッジ報告か ら既に半世紀を経

た，現代福祉国家の原点である英国の社会保障法 ・社会福祉法の動向が参考 と

なる.オ ース トラリアにおける児童扶養法の改革は，この英国法の動向にも影

響を及ぼす こととなった.

 英国においても，近年ひとり親家族の問題が顕在化 し，現在では社会保障政

策の最重要課題 とされている.(132)その主たる原因として，1970年 代か ら1980
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年 代 に か け て の離 婚 件 数 の増 加 を指 摘 す る こ と が で き る.(ia3)こ の 離 婚 の 増 加

傾 向 に伴 い， 英 国 で は1980年 代 を通 じて 離 婚 後 の 配 偶 者 に対 す る扶 養 義 務 の

在 り方 を め ぐる議 論 が 活 発 化 し， それ に対 応 す る立 法 が な さ れ た く134)次い で

ひ と り親 家 族 の問 題 の顕 在 化 に対 応 す るべ く， ア メ リカや オ ー ス トラ リア と同

様 ， 英 国 に お いて も児 童 扶 養 法 の 改 革 が 図 られ た.す な わ ち1990年 に， 英 国

社 会 保 障 省(Department of Social Security)の 手 に よ る， 離 婚 後 の 非 監 護

親 の養 育 責 任 を強 調 す る 白書 ，CHILDREN COME FIRST：THE GOVERN-

MENT'S PROPOSALS ON THE MAINTAINING OF CHI：LDREN(135)が 作 成

され た.こ の 白書 に基 づ き， 翌1991年 に は児 童 扶 養 法(Child Support Act 1

991： 以下 ， 英 国1991年 法 と略)が 成 立 した.

 1989年 に制 定 され た英 国 児 童 法(Children Act 1989)で は， 子 ど もの 第 一一

次 的 養 育 責 任 は国 家 にで はな く親 にあ る とい う， 親 の第 一・次 的養 育 責 任 の尊 重

が 基 本 理 念 た る地 位 を 占 めて い る.㈹ 今 回 実 施 さ れ た 児 童 扶 養 法 の 改 革 に お

いて も， 経 済 的 な面 で の 子 ど もの 生 活 保 障 を め ぐ る家族 と国家 との 関係 に っ い

て ， 新 児 童 法 と同 様 の 立 場 が 踏 襲 され る こ と とな った.す な わ ち， 新 た な児 童

扶 養 法 の 基 本 理 念 と して ， 実 親(natural parents)に 帰 属 す る第 一 次 的 養 育

責 任(primary responsibility)が 強 調 され た.(137)

 英 国1991年 法 の 制 定 に直 接 的 な 影響 を 与 え た立 法例 と して ， 一 連 の ア メ リ

カ法 の 動 向(138)と と もに， オ ー ス トラ リア に お け る児 童 扶 養 法 改 革 の存 在 が 指

摘 され て い るCis9)こ の ア メ リカ ・オ ー ス トラ リ ア両 国 の 改 革 に 見 られ る共 通

点 と して ， 未 成 熟 子 扶 養 に お け る血 縁 関係 の重 視 と， 養 育 費 の履 行 確 保 の場 面

で の 行 政 機 関 の 活 用 を 挙 げ る こ とが で き る.ま た， 既 に述 べ た よ うに この両 国

に は当 時 ， 家 族 関 係 の 多 様 化 に 伴 うひ と り親 家 族 の増 加 ， 生 別 母 子 家 庭 関 連 の

社 会 保 障 支 出 の 増 大 ， お よ び 社 会 保 障支 出全 般 に対 す る削 減 傾 向 な ど の， 英 国

と共 通 す る社 会 的 ・経 済 的 諸 要 因 が存 在 して い た.('40)

 ア メ リカ法 の 動 向 に 関 して は， 各 州 の養 育 費 算 定 の ガ イ ドライ ン と未 成 熟 子

の 扶 養 義 務 の 履 行 強制 手続 を 中心 に， わ が国 で も既 に い くっ か の制 度 紹 介 が な

され て い る.こ れ に 対 して， 養 育 費 の算 定 お よ び履 行 の場 面 で行 政 機 関 を活 用
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することにより，生別母子家庭の養育費確保 と所得保障に対する一貫 したシス

テムを構築 したオース トラリア児童扶養法の試みにっいては，未だに考察の対

象 とはなされていない.し かし，本稿で取り上げたオーストラリア法の試みは，

転換期を迎えた福祉国家である英国における社会保障法を研究する場合のみな

らず，わが国の現在の法状態を考察する際にも有益な示唆を与えるものと思わ

れる.

 言 うまでもなく，わが国とオース トラリアでは家族関係を規律する法の基本

的な在 り方が異なる.ま た社会学的な観点か ら見て，家族構造や社会構造自体

も異質な要素を有 している.更 に，社会保障法 ・社会福祉法の法構造や社会保

障制度を取り巻 く文化 ・社会 ・経済的な諸要因に関 しても，両国の間には相違

点が多い。(14')そのため，オーストラリアで行われた今回の児童扶養法改革の

試みは，わが国の現行法の解釈論や立法政策論の展開に対 して直接影響を及ぼ

すものではない.し かし，制度改革の方向性を定める基本的な法理念や，新た

に設定 された法的関係に内在す る問題点などは，わが国の現行法の有する諸問

題を考察する上でも参考になるものと思われる.

 なお，児童保障の一環たる英国1991年 法の法構造および運用実態の分析に

ついては，同法の動向をめぐる詳細な情報が不足 している段階である.そ こで

別稿での研究課題としたい.(1427また，英国およびオース トラリアと基本的に

類似する法体系を有 しっっも，家族の神聖性を唱える宗教的な価値理念の強い

影響下にあることから現在 もなお離婚制度自体の是非をめぐり議論が続いてい

るアイルランド法の動向 ㈹ に関しても，社会保障法学の観点か ら検討を行 う

必要があるものと思われる.(1M)1994年 に実施が予定 されている離婚 と同性愛

の禁止の継続を問 う国民投票の結果を見定めっっ，アイルランド国内における

議論や立法政策の展開，および社会的諸要因の分析を通 してアイルランド社会

保障法の研究を進めて行 くことにしたい，

(132)炭 谷茂 他(座 談会)厂 海外の社会保障の新潮流 」海外社会保 障情報 ・100号(1992

  年)22頁 以下.英 国 にお けるひとり親家族の増加 は，社 会保 障立法 政策 の観 点 か
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   ら見 た場合，「家族制度 の安定 を当然の前提 と して いた」 ベ ヴ ァ リッジ報 告が想

   定 していたのとは異 なる事態が到来 した ことを意味す る(星 野信也 「ベ ヴ ァ リジ

   と児童手 当」海外社会保障情報 ・100号(1992年)53頁).す なわ ち失業 者 や2

   入稼働世帯 の増加 と相俟 って，「保険原則 による制 度 と一般 財源 に よ る制 度 を峻

   別 し，小 さな社会扶助 を前提 に，児童給付 によ って賃金体 系 と社会保 障制度 間 の

   整合性 を確保 しようと したべヴァ リジ体制 は， もはや現状 に不足す るものになっ」

   て きて いた ことが指摘 されて いる(同 上56頁.こ の点 にっ き下夷後掲 註(164)

   参照).ひ とり親家族 の問題が現在の英国 にお いて 政策 上 の重要 課題 とされて い

   ることは，1993年 の保守党大会で この問題が取 り上 げ られた ことか らもうかが わ

   れ る.

    なお，1980年 代の英国にお ける家族 政策の概観 につ き，井上恒男 「イギ リス家

   族政策の動向」海外社会保障情報 ・86号(1989年)25頁 以下 参照.ま た， 英国

   におけ る近年の児 童問題の実態 とその政策 的対応 につ き，小松隆二 『イギ リスの

   児童福祉』慶應通信 ・1989年 を参 照.

(133)J.Eekelarr， REGULATING DIVORCE，98(1991).1960年 代以降の英国 に

   お ける離婚手 続の改革をめ ぐる諸 問題 を分析 ・検討 する文献 と して， 以 下 の諸論

   稿を参照.上 野雅和 厂イギ リス離婚法 の動 向」(『黒木三郎先生 古希 記念 論文 集

   現代 法社会学 の諸 問題(上)』 民事法研究会 ・1992年)143頁 以下 ， 川 田昇 「イ

   ギ リスの離婚」(利 谷信義 ・江守五夫 ・稲本洋之助 編 『離婚 の法社会学 』 東京 大

   学 出版会 ・1988年)155頁 以下，三木妙子 「現代 イギ リス家族 法」(『講座 現 代

   家族 法 第1巻 』 日本評論社 ・1991年)177頁 以下， 南方 暁 「イギ リスの離 婚」

   (有地亨 ・老川寛 編 『離婚 の比較社会史』三省堂 ・1992年)205頁 以下， 同 「イ

   ギ リス」家族く社会 と法〉 ・5号(1989年)122頁 以下，同 「イギ リスの離 婚」

   (有地亨 編 『現代家族 の機能障害 とその対策』 ミネル ヴ ァ書房 ・1989年)260頁

   以下.

(134)1984年 婚姻 および家族 事件 手 続法(Matrimonial and Family Proceedings

   Act 1984)と ，1985年 家族(ス コ ットラ ンド)法(Family Law(Scotland)

   Act 1985)が 制定 された.英 国1984年 法の制定過程 の法 社会 学的 分析 につ き，

   川 田前掲 註(133)参 照.

(135)HMSO， Cm.1263(1990).

(136)英 国法 における親責任の概念お よびそ の意義 にっ き， 以 下 の諸論 稿 を参 照.J.

   Eekelarr， ParentalResponsibilit： ソ：State oft>ature orNature oftheState?，

   Journal of Social Welfare and Family Law 37(1991} id.，supra note

   (133)，Ch.6.許 末恵 「英国1989年 児童法にっいての一考 察」神 奈川工科大学研

   究報告A人 文社会科学編 ・17号(1993年)67頁 以 下， 同 「英 国児童福祉法 制 の

   最近の動向 一1989年 児童法を中心 として 一 」児童福 祉 法研究 ・5号(1993
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  年)18頁 以 下 ， ナ イ ジ ェル ・ロ ウ(三 木 妙 子 訳)「 イ ギ リス法 に お け る親 の 法 的

   地 位 」 判 例 タ イ ム ズ ・753号(1991年)31頁 以 下 ， 三 木 前 掲 註(133)187頁 以

   下.

(137)ひ と り親 家 族 の増 加 に伴 う社 会 保 障 支 出 の 増 加 とい う財 政 的 な 要 因 が ，英 国1991

   年 法 に お い て親 の第 一 次 的養 育 責 任 を尊 重 す る ア プ ロ ー チを 採 用 す る 際 の 補 強 材

   料 とさ れ た こ とが指 摘 され て い る.See， J.Eekelarr， A Child Support Scheme

  for the united Kingdom：An Analysis of the Whyte Paper，21 Family

   ：Law 15，15(1991).こ の 点 に関連 して， 後 掲 註(140)を 参 照.

(138)ア メ リカ児 童 扶 養 法 の 近 年 の 動 向 に っ き， 以 下 の 諸 論稿 を参 照.サ ン フ ォ ー ド ・

   カ ッッ(石 川 稔 訳)「 ア メ リカ にお け る児 童 扶 養 法 の 史 的 考 察」 ジ ュ リス ト ・858

   号(1986年)54頁 以 下 ， 下 夷 美 幸 厂ア メ リ カ に お け る児 童 扶 養 履 行 強 制 制 度

   (Child Support Enforcement Program.)の 展 開」 海 外社 会 保 障 情 報 ・100号

   (1992年)79頁 以 下， 同前 掲 註(23)(1989年)159頁 以 下 ， 同 註(23)(1993

   年)252頁 以 下， 棚 村 政 行 「現 代 ア メ リカ家 族 法 」(『講 座 現 代 家 族 法 第1巻 』

   日本 評 論 社 ・1991年)169頁 以 下 ， 松 原 康 雄 「ア メ リカ の 家 族 政 策 一 母 子 世

   帯 へ の対 応 を 中 心 に」 海 外 社 会 保 障 情 報 ・86号(1989年)35頁 以 下.

(139)M.Maclean and J. Eekelarr， Child Support：The British Solution，71n-

   ternational Journal of Law and Family 205，207-209(1993).

(140)英 国 に お い て も， ひ と り親 家 族 の 増 加 と と も に ， プ ラ イ ヴ ァ タ イ ゼ ー シ ョ ン

   (privatization)の ス ロー ガ ンの下 で 社 会 保 障 費 の 削 減 を打 ち 出 して い た1980

   年 代 の財 政 政 策 に反 して， ひ と り親 家 族 関 連 の社 会 保 障 支 出が 増 大 して い た.

   See， Eekelarr， supra note(137)，at 20；Maclean and Eekelarr， supra note

   (139)，at 211-213.

(141)社 会 保 障 法 学 にお け る外 国 法 研 究 と比 較 法 研 究 の 意 義 とそ の 方法 論 に 関 して は，

   日本 社 会 保 障 法 学 会 第22回 大 会 にお いて 厂経 済 ・社 会 ・政 治 体 制 の 変 化 と社 会

   保 障 法 」 と の共 通 テ ー マ の下 に行 わ れ た各 報 告 が 示 唆 に富 む(社 会 保 障 法 ・8号

   (1993年)47頁 以 下 に所 収).

(142)英 国1991年 法 に っ き ， 上 記 の 諸 論 稿 に 加 え て 以 下 参 照.J.Eekelarr， Child

   Support-an Eualuatian，21 Family Law 511(1991) L. F. Harding，

   ”Alarm”Versus”Liberation”?Responses to the/ncrease in Lone

   Parents-Part l and 2， Journal of Social Welfare and Family Law 101

   (1993) M.Hayes， Making and Enforcing Child Maintenance Obliga-

   tions. Will the proposed scheme cause more harm than good?，21 Fam-

   ily Law 105(1991) E. Jackson， F. Wasoff， W. M. Maclean and R. E.

   Dobash， Financial Support on Diuorce：The Right IVIixture of Rules and

   Discretion?，71nternational Journal of Law and Family 230(1993).
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(143)ア イルラン ドで は， 憲法の家族 条項 が 厂国家は， そ こに家族が基礎 付 け られ ると

   ころの婚姻制度を， 特別な注意を もって保護 し，攻撃か らそれ を守 るこ とを誓 約

   す る」 と宣言す る(第41条 第3項).憲 法 はまた，離婚 を承認す る国 内法 の制定

   を禁止 してい る(同 項).そ のため，現在 に至 るまで アイル ラ ン ドで は離 婚 法が

   制定 されて いない(1986年6月26日 に同条 の改正 を問 う国民投 票 が行 われ たが

   否決 され， 離婚 の法認 は成立 しなか った).か よ うなカ トリ ックの教 義 の影響 を

   受けた憲法的理念 の存在 か ら，家族 の自律，子 の福祉，親の権利 をめ ぐる法 的緊

   張 が発生 した.こ の点 を児童福 祉 との関 連 にお いて分 析す る論 稿 と して， 拙 稿

   厂アイル ラン ドにおける家族概念 か ら生 じる諸問題 と家族 の 自律 にっ いて」 法学

   研 究 ・65巻12号(1992年)415頁 以下 を参照.

(144)ア イル ラン ドにおいては，1970年 代初頭か らの婚姻破綻 に伴 う別居件数の増加 に

   見 られるよ うに，離婚 が国家 によ り法認 されて いないことと社会的事 実 としての

   婚姻関係 の安定 とは必 ず しも一致 す るもので はない.こ の ことは，法 的 な身分 関

   係 と同時 に生活実態 を重視す る必要があ る社会保障法に も反映 されて い る.例 え

   ば，所得保障 を規定 す る1981年 社会 福祉(統 合)法(Social Welfare(Con-

   solidation)Act 1981)で は，遺棄 され た妻 とその子 どもに現金給付 を行 うスキー

   ム(deserted wife's allowance)が 設定 されて いるほか， いわ ゆ る未 婚 の母 も

   諸手当 の支給 につ き遺棄 された妻 と同様の取 り扱いがな されている.ま た， 児童

   手当 も婚内子 ・婚外子を問わず支給 される.See， W. Duncan， Famil：y awand

   Social Policy， in id.(ed.)，LAW AND SOCIAL POLICY Ch.9(1987)；

   W.Duncan and P. Scully， MARRIAGE BREAKDOWN IN IRELAND

   LAW AND PRACTICE 440-445(1990) M. A. Glendon，lrish Family

   Law in Comparative Perspective：Can There be Comparative Family

   Law?，9Dublin University Law Journal 1(1987) P. O'Connor， KEY

   ISSUES IN IRISH FAMILY LAW Pt.3(1988)，

四 検  討

 前章では，オース トラリアにおける今回の児童扶養法改革について，その背

景，法構造，および英国法への影響を考察 した.こ れを受けて本章では，オー

ス トラリア法の試みに内在する基本的な問題を指摘 し，検討を加える.

 前述のように，オース トラリアの社会保障法(1947年 法)第62条(3)お

よび第83条AADは ，離婚後の扶養につき原則 として私的扶養を優先す る旨

の規定を設けている.同 条は，福祉国家の一・般理論の観点から見た場合，H . L.
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WilenskyとC. N. Lebeauxが 提起 し， R. M. Titmussが 採用 した，福祉国家

の 「残余モデル(residual model)」 に対応するもの と見な し得 る.(145)すなわ

ち1947年 法の基本的な法理念 は，「家族および民間市場が人びとのニーズを満

たす 厂自然」で，そして 「通常」のメカニズムであり，法にもとつく行政サー

ビスの供給がなされるのは，これら家族や民間市場が失敗した場合のみである」(146)

という，残余モデルの性格を有 しているものと言 うことができる.法 構造上，

社会的扶養はあくまでも副次的なものであるとの位置付けがなされることとな

る.

 このようなシステムを有効に機能させるためには，市場システムと家族構造

に安定性が存在 し，国民の間に国家の非介入的役割にっいてのコンセンサスが

存在 し，かつ行政実務上も法の基本理念が順守されていることがその前提条件

となる.ま た，本稿で取り上げている扶養の問題に関しては，私的扶養義務の

履行が適切な法的手段により担保されていな くてはならない.し か し，ステー

ジ1・2が 実施される以前の児童扶養をめ ぐるオーストラリアの法状態は，

① 扶養料確保のための適切な法的手段が存在せず，滞納 した場合の罰則規定

も不十分であることと，② 養育費の算定 にあたり1975年 法第75条(2)(f)

の存在を重視するという社会保障省の行政解釈および裁判実務の傾向，により

特徴付けられていた.そ の結果 として，1947年 法の法構造か ら本来導かれ得

べき状態 とは異なり，事実上，社会保障給付が生別母子家庭の主たる収入源と

されてきた.

 今回のオース トラリアの法改革は，生別母子家庭の経済的な面での生活保障

にっき社会的扶養を優先させる結果を生 じてきた1975年 法の下での法状態に

対 して，離婚後の子どもの扶養に関 しては，「家族関係」の終了後 もなお存続

する 「親子関係」をもってニー ド充足の 「自然」で 「通常」のメカニズムと見

なすことを，改めて明確にしたものと評価することができよう.こ のことは，

親は子どもを扶養する第一次的責任を負 う旨を規定す る，1987年 家族法修正

法第66条('47)や1989年 法第3条(1)(148)の 中に見い出す ことができる.こ の法

理念は，国家(連 邦)の 行政機関(CSAとDSS)を 通 じて養育費の算定 ・徴
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収 ・給付を行 うことを原則とし，かっDSSが 社会保障給付のコン トロールを

容易に行い得るシステムを確立するとい う形で具体化 された.㈹ ここにおい

て，国家と家族との関係をあぐり，子 どものケア(世 話)と ともに経済的な面

での生活保障にっいても，国家に先立っ親の第一次的養育責任が改めて強調 さ

れることとなった.

 このように，オース トラリアの児童扶養法改革では，血縁関係(お よび養親

子関係)の 存在を重視することにより母子家庭の貧困化現象の解消を図った.

すなわち，離婚率，再婚率，および事実婚の件数が増加する社会的状況の中で，

「永遠の生物学上の家族(eternal biological family)」㈱)を 措定 し，実親 また

は養親に対 して従来 と比べ厳格な執行手続を伴 う扶養義務を課すことにより，

子 どもの権利の法的保障を実現 している.(151：)このことは，前章で検討 した198

9年 法に見 られる，あたかも 「永遠不変の婚姻が永遠不変の親責任 に置き換え

られた」(isz)かのようなCSAに よる養育費算定のための計算方法の在 り方の中

に端的に示される.㈹ しかし，かような形での離婚後の児童扶養 における血

縁関係の重視は，家族関係の多様化が進展 しつっある現在の社会的状況におい

て，なお妥当性を有するものと言い得 るのであろうか.

 この問題に関 しては，Harry D. Krause(15A)による，現在のアメ リカ児童扶

養制度の在り方を批判的に考察する1990年 の論稿が参考 となる.(155)

 同論稿においてKrauseは ，まずアメリカにおける児童扶養法の沿革 と，扶

養義務者に対する養育費の履行強制を強化する方向で改革が進あられたアメリ

カ法の動向を概観する.次 いで現代アメ リカ社会における家族関係の変容を踏

まえ，養育費の履行強制を強化するめたの理論的根拠 となる(離 婚後の非監護

者に課される扶養義務の程度に関 し，血縁関係の存在を重視するという)伝 統

的な考え方に対 して疑問を呈する.

 その上で，全ての子どもが(か って子どもを養育したか否かにかかわらず一

律に給付が行われる)高 齢者に対する所得保障の担い手となることから，社会

は子どもの養育を不承不承の慈善(reluctant charity)と してではな く，一個

の債務(adebt)と して認識すべきであると指摘する.ま た，高齢者扶養につ
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い て は社 会 的 な諸 施 策 が 講 じ られ てお り， か つ近 年 は 高齢 者 の所 得 水 準 も上 昇

して い る一 方 で， 貧 困 児 童 は逆 に増 加 して い る とい う事実 に鑑 み， 子 ど もの 養

育 に っ い て も高 齢 者 の場 合 と同 様 に公 的 責 任 を 認 め る必 要 が あ る こ とを説 く.

更 に， 抽 象 的 な公 正(abstract fairness)の 発 想 に加 え ， 少 子 化 が 進 む 現 在 の

社 会 的状 況 の 中 で， 社 会 が子 ど もの養 育 にっ い て適 切 な経 済 的 ・社 会 的 援 助 を

行 う こ と は人 口 の再 生 産 の観 点 か ら も有 用 で あ る 旨 を述 べ る.

 離 婚 後 の 非 監 護親(absent parent.)， 監 護 親(custodisl parent)， お よ び社

会(society)の 三 者 が 負 う子 ど もの養 育 責 任 に っ い て は ， そ れ ぞ れ 以 下 の よ

うに要 約 す る.

 ① 非 監 護 親 は， 次 の 諸 条 件 に応 じて 子 ど もを 扶 養 す る義 務 を 負 う.

  (a) そ の支 払 能 力(ability to pay)，

  (b) 社 会 が 奨 励 ま た は許 容 す る， 婚 姻 関 係 と性 に関 す る実 体 と期待(the

  marital and sexual realities and expectations our society encourages

  or tolerates)，

  (c)過 去 お よ び現 在 に お け る子 ど もとの社 会 的関係(social relationship).

 ② 監 護 親 は，

  (a) そ の 資産 に応 じ， か っ

  (b) ぴ とっ の 客観 的 な最 低 基 準(an objective minimum standard)に

  従 い， 子 ど もの 短 期 的 お よび 長 期 的 な最 善 の利 益 に 資 す る環 境 の 中 で サ ー

  ヴ ィス と ケ ア(services and care)を 行 う義 務 を負 う.

 ③ 社 会 は， 上 記 ① お よ び② の 不 足 分 にっ き， 子 ど もに対 す る直接 的 な義 務

 (direct duty)と して そ れ を補 う.

 この よ うに， 離 婚 後 の非 監 護 者 の扶 養 義 務 の 程 度 につ いて は親 子 の 社 会 的 関

係 を考 慮 に入 れ る必 要 が あ る こ とや， 両 親 と と もに社 会 もまた 子 ど もの 養 育 責

任 を応 分 に負 担 す べ き義 務 を負 う こ とな どを主 張 す るKrauseの 論 稿 は ， オ ー

ス トラ リア法 に対 す る批 判 とな るの み な らず ，㈹)わ が 国 に お け る児 童 扶 養 法

の 現 状 と今 後 の在 り方 に対 す る示 唆 を含 む もの と思 わ れ る.

 第1章 に お い て述 べ た とお り， わ が 国 で は生 別 母 子 家 庭 に 対 して 児童 扶 養 手
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当が給付 される.児 童扶養手当法第2条 第2項 は，同手当が子どもの経済的な

面での生活保障の中心 となるのはなく，あくまでも父と生計を同 じくしていな

い児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため(同 法第1

条)に ，扶養義務者からの養育費を補完するものであることを明らかとする.

したがってわが国の児童扶養法 も，法構造上は，基本的に上記の残余モデルに

対応するものと考えられる.(157)しか し現実的 には， かつてのオース トラリア

と同様，養育費支払の履行状況は低水準であり社会保障給付が主たる生活資源

とされている.

 そこで，現在の法構造を前提としっっ子どもの権利を法的に保障するための

改善策を立法政策として導入する場合，その目指すべきひとっの方向性として，

オース トラリア ・アメリカ ・英国の各国で実施された児童扶養法改革 と同様の

方針の下に制度改革を行うことが考えられる.言 い換えると，離婚後 も継続す

る血縁関係(ま たは養親子関係)の 存在を手掛かりに，親の第一次的養育責任

を効率的に追及するための法的手段を整備することが考えられる.こ の方法を

採用 した場合，児童扶養法をまず福祉国家の残余モデルの中に明確に位置付け，

更にその有効性を担保するために養育費の履行確保制度の改革を行 うことを通

じて子どもの権利の法的保障を図ることとなる。その際 社会的扶養の程度は

あ くまでも私的扶養義務の補完的役割にとどめられる.

 しかし，結婚 と家族に対する価値観や家族形態が多様化のきざしを見せっっ

ある現在のわが国において児童扶養法の改革をかような形で行 うことは，出生

率の低下に歯止めをかけ将来の人口高齢化に備えることが望まれている社会保

障立法政策の観点から見た場合，必ずしも完全に理想的な選択であるとは言い

難いものと思われる.(iseJ親子関係それ自体に基づ く扶養義務の存在はあくま

でも認めっつ，(159)同時に子どもの養育責任の経済的側面は，「親の支払能力」

と 「過去および現在における親子の社会的関係」に応 じて親と社会とで応分に

負担すべきであるとの法理念が実現される制度の設計を図ることは考え られな

いであろうか.(iso)

 この問題を考察するにあたり，オース トラリア法の制度面における試みがひ
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とっの参考事例 となろう.1988年 法のステージ1に より構築 されたオース ト

ラリア法のシステムでは，税務署の機構を利用 したCSAが 扶養義務者 たる非

監護者の所得に応 じて決定される養育費を源泉徴収 し，DSSが 審査(扶 養料

審査)を したうえで監護者への給付を行うという形態が採 られている.社 会 も

未成熟子の養育責任を分担すべきであるとの観点か らこのシステムの転用を図

ることにより，① 非監護者は所得(し たがって親の支払能力)に 応 じて定 ま

る一定額を給与か らの源泉徴収または担当行政機関への直接納付を通 じて国庫

に納付 し，② 国家はあらか じめ定あられた額の養育費を監護者 に給付す るこ

とが可能となる.ま た，給付額については子 どもの経済的な面での生活保障を

親と社会とで分担するとの制度趣旨に基づき，子どもの経済的なニー ドを満た

す標準額 となす ことが妥当であるものと思われる.

 しかし，わが国でこの方法を導入する際には，法的な観点か ら検討すべき点

がいくっか残 される.と りわけ，次の諸問題を明確にすることなくシステムの

導入を図ることは不可能であろう.

 第1に ，扶養義務者からの金銭の徴収と，国家か ら監護者に給付される養育

費の法的性格が問題となる.す なわち，この方法では養育費の支払に行政機関

が関与することか ら，扶養義務者 ・監護者 ・国家の三者間の法的関係をいかに

構成するのかを検討する必要がある.

 第2に ，離婚当事者の自己決定権に対する配慮の問題がある.こ の点に関 し

て，現在わが国の離婚形態の大半を占めており，また離婚の成立それ自体に対

する国家の中立性イデオロギーを反映し得 るというメ リットを有する制度であ

る協議離婚制度との法構造上の整合性を，子どもの権利との関連において検討

する必要がある.

 第3に ，当事者間の合意の尊重と裁判所の関与の問題がある.行 政機関を活

用することにより扶養義務者の所得に応 じて一定額の養育費を徴収 し，社会保

障給付との調整を行 ったうえで監護者に支給する，という形態を採用する場合

であっても，当事者間で独自の取決めをなす余地を残すことが望ましい.そ こ

で当事者の合意に対 して付与すべき法的効果や，家事債務の履行確保を担保す
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る法的手段の在り方にっいて検討を加える必要がある。

 第4に ，「親子の現在の社会的関係」に関連 し，扶養負担 の配分の決定 にあ

たり子どもの監護形態をどのように斟酌すべきかとの問題がある.オ ース トラ

リアと同様，わが国でも離婚の際に母親が親権者となり未成熟子の監護教育を

行うことが多い(第1章 において述べたように， この事実に鑑み本稿の考察対

象を生別 「母子」家庭に限定 した).し か し，共同監護の際の扶養負担 の程度

についても検討を加えてお く必要がある.そ の際，まず離婚後の子どもの監護

権と扶養義務 との法的関係が明確にされなくてはならない.ま た，共同監護の

場合には社会保障給付の受給権をいかに取 り扱 うかとの問題も生 じよう.㈹

 第5に ，子どもの生活保障をめぐり私的扶養と社会的扶養 との連携を行 う場

合には，その父親の特定が前提となる.本 稿の対象である離婚による生別母子

家庭の生活問題とは次元が異なるが，いわゆる未婚の母(シ ングル ・マザー)

のケースに関 して，プライヴァシー保護を家族形成権との関連 において法的に

いかに位置付けるかを検討 しなくてはならないであろう.(162)

(145)R.M. Titmuss， SOCIAL POLICY：AN INTRODUCTION，30-31(1974).

   See， also， H. L. Wilensky and C. N. Lebeaux， INDUSTRIAL SOCIETY

   AND SOCIAL WELFARE(1965).

(146)ノ ー マ ン ・ジ ョ ン ソ ン(青 木郁 夫 ・山 本 隆 共 訳)『 福 祉 国 家 の ゆ くえ ：福 祉 多 元

   主 義 の諸 問題 』 法 律文 化社 ・1993年 ，10頁.

(147)同 法 に つ き前掲 註(126)参 照.

(148)CS(A)A，s.3(1)provides： ”The parents of a child have the primary

  duty to maintain the child.”

(149)1989年 法 の 目 的規 定 で あ る第4条(1)は ， 同 法 の主 た る 目的 と して 適 切 な 水 準

   の子 ど もの養 育 費 を親 か ら確 保 す る こ と を掲 げ る.

(150)Graycar， supra note(52)，at 86.

(151)国 の支 出削 減 と子 ど もの権 利 保 障 の 両 立 を 図 る ため に この ア プ ロ ー チ が 採 ら れ た

   (前 掲 註(95)参 照).そ の結 果 ， ス テ ー ジ2の 改 革 後 初 年 度1年 間 に ， 行 政 コ

   ス ト(行 政 機 関 の設 置 お よ び運 営 費 用)を 差 し引 いて な お800万 豪 ドル の 社 会 保

  障 支 出 の削 減 効 果 が 認 め られ た こ と が 報 告 さ れ て い る(S.Parker， The Aus-

  tralian Child Support Scheme，20 Family Law 210， at 214(1990)).
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(152)Eekelarr， supra note(133)，at 120.同 論稿 は英 国 の児童扶 養 法改 革 に即 した

   ものであるが， オース トラ リア法 にっいて も同様の ことが言 い得 る.

(153)例 えば，監護者が再婚 した場合であ って も非監護者の扶養義務 の程度 に は変化 が

   ない点 や，養育費 の算定 にあた り非監護者に比べて監護者 の所得 を考 慮す る比重

   が軽 い点 などを挙 げることがで きる。

(154)The Max L. Rowe Professor of Law， University of Illionis.

(155)H.D. Krause， Child Support Reassessed：Limits of Parental Responsi-

   bility and Public Interest，24 Family Law Quartery 1(1990).

(156)See， Harrison， supra note(66)，at 28.

(157)こ のことは， いわゆ る未婚の母 に対す る児童扶養手当の取 り扱 いに おいて 明確 と

   なる(児 童扶養手当法施行令第1条 の2).未 婚の母の場合，子 どもが父親 に よ り

   認知 されて いな いときには児童扶養手当が支給 され る.一 方，認知 を受 けて い る

   場合 には受給資格を失 う.こ の相違 にっ いて は， 子 どもの認知 に伴 う非 監護 者 の

   私的扶養義務の発生が，手当不支給の理由であ るもの と解 す ることがで きる.し

   か し仮 にそ うであ るとすれば，離婚によ る母子家庭 との差 別的取 り扱 い につ き合

   理的理由を欠 くことにな ろう.

    なお，昭和60年 の児童扶養手当法改正を家族政 策(家 庭 政 策)の 観 点 か ら検

   討す る論稿 と して，堀勝洋 『福祉改革 の戦 略的課 題』 中央法規 ・1987年 ，289頁

   以下を参照.

(158)現 在のわが国 にお ける家族形態の多様 化傾 向を統計上 の諸事実 か ら分 析 し， 法制

   度 との関連にお いて考察す る論稿 として以下参照.有 地亨 「現代 家族 と家族 関係

   に関す る諸法」(同 編 『現代 家族 法の諸 問題』 弘文 堂 ・1991年)1頁 以下 ， 石川

   稔 厂家族の変貌 とこれか らの家族 法」 法学 セ ミナー ・410号(1989年)26頁 以下，

   同 「社会保障制度 と家族 」(隅 谷三 喜男 編 『社会保障 の新 しい理論 を求 めて』 東

   京 大学出版会 ・1991年)177頁 以 下.

(159)離 婚に よる生 活共 同体 の解消後に もなぜ親 の扶養義務 は継続す るのか とい う， い

   わば法哲学 的な論 点に対 す る説 明は， その理論的根拠 がいかなる もので あれ， 多

   かれ少なかれイデオ ロジカルな色彩 を帯 びざるを得 ない.こ の問題 に対 して は，

   親 の 義務 の観点 と と もに子 ど もの権利 の観 点 か らの考察 が必 要 とな る.See，

   Eekelarr， Equality and the Purpose of Maintenance，15 Journal of Law

   and Society 188，194(1988).

    未成熟 子扶 養法におけ る血縁 の重視 にっ き，深谷前掲 註(11)は ， 次 の よ う

   に説 く.「血縁 の重視 はいっ の時代 に も家族関係 の全 面的 基礎 で あ ったの で はな

   い.そ れはむ しろ近代 的原理 であるとい って もよい.し か もそれ は親 子 の血縁 が

   それだれけで孤立 してなお絶対的価値 あ りとす る考 えで はな く，子 の保 護 のた め

   に，血縁 ある実 の親が愛情 を もって子 を育て るとい う人間 の平均的 傾向 に期待 し
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   て， 実 親 に子 を委 ね る と い う考 え が そ こ にあ る ので あ り， さ らに進 ん で， そ の 平

   均 的 傾 向性 に裏 打 ち され て 出 て くる， 子 を して この 世 に生 あ ら しめ た 者(親)ぼ

   そ の子 を養 育 す べ しとの 近 代 社 会 に広 く存 す る倫 理 意 識 に よ る社 会 統 制 を と り こ

   む こ と を意 図 して ， 近 代 法 制 が 親 子 関 係 を 基 礎 とす る未 成 熟 子扶 養 法 を 展 開 す る

   に至 っ た ので あ る」(217頁 以 下).

    社 会 が 家 族 関 係 の 多 様 化 を 許 容 しつ っ あ る現 在 の社 会 的状 況 の 中 で は， 未 成 熟

   子 の 扶 養 負 担 の 配 分 に つ き， 近 代 法 に お け る 血 縁 の 重視 と親 子 の現 実 の 社 会 的 関

   係 との バ ラ ン スを い か に と るの か が検 討 課 題 とさ れ な くて は な らな い もの と思 わ

   れ る.

(160)公 費 負 担 の 在 り方 お よ び 方 法 に っ き， 石 川 前 掲 註(6)249頁 以 下 ， 同 註(24)

   83頁 以 下 ， 上野 前掲 註(5)521頁 以 下 ， の提 言 が 示 唆 に富 む.

(161)オ ー ス トラ リア の1991年 社 会 保 障 法(Social Security Act 1991(Cth))第251

   条(1)は ， 共 同監 護 の場 合 ， ひ と り親 関 連 の社 会 保 障 給 付 は父 母 の い ず れ か 一

   方 に の み給 付 す る 旨 を規 定 す る.こ の点 を批 判 的 に検 討 す る論 稿 と して ，R. S.

   Magnusson， Joint Custody， SharedAccess and the Sole Parent'sPension

   Winner Takes All?，6Australian Journal of Family Law 161(1992).

(162)ア メ リカA：FDC(Aid to Families with Dependent Children)プ ロ グ ラム の

   下 にお け る 「結 婚 しな い シ ン グル ・マ ザ ー(never-married single mothers)」

   の 問 題 を ， 基 本 権(プ ラ イ ヴ ァシ ーお よ び 家 族 の 自律 fundamental rights to

   privacy and familial autonomy)， 財 政 面 にお け る国 家 の 利 益 ， お よ び子 ど も

   の 権 利 の 観 点 か ら考 察 す る 論 稿 と して ，C. Antlers，State InterUentian into

   the Lives of Single Mothers and Their Children：Toward a Resolution

   ofMaternal Autonomy and Children's IVeeds，8Law and Inequality 567

   (1990).参 照.英 国 法 に つ い て は， ヨー ロ ッパ人 権 条 約 第8条 と の 関 係 が 問 題 と

   な る余 地 が あ る.See， Maclean and Eekelaar， supra note(139)，at223.

五 結びにかえて ：医療保障 ・教育保障 ・労働権保障との連携

 国連子どもの権利条約は，その第27条 第2項 において被扶養児童の養育費

にっき，「父母又は児童について責任を有する他の者は， 自己の能力および資

力の範囲内で，児童の発達に必要な生活条件を確保することについての第一義

的な責任を有する」と規定する.ま た同条第4項 では，「締約国は，父母 また

は児童にっいて金銭上の責任を有する他の者から，児童の扶養料を自国内で及
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び外国か ら，回収することを確保するためのすべての適当な措置をとる」 と規

定する.㈹ わが国で も現在，同条約の批准に向けて議論が続 けられてお り，

条約の批准が行われた場合には国内の関連法制の整備が求められることになる.

その際，わが国の児童保障法の領域において，離婚後の養育費確保の法的保障

が早急に解決されるべき課題のひとっであることは言 うまでもない.

 この，適切な額の養育費を子 どもの権利 として法的に保障することは，オー

ス トラリアにおける児童扶養法改革の中心的課題でもあった.そ の意味におい

てオーストラリア法の試みは，わが国の児童扶養法の今後の在 り方を検討する

際に，興味深い課題を提出するものと思われる.特 に社会保障法学の観点か ら

は，福祉国家における子どもの権利の法的保障の在 り方，社会保障法と児童扶

養法 との関係，社会保障法における家族と国家の二分法的把握(私 的領域/公

的領域)に 対する一定の修正，などの諸問題に関する具体的な事例としてとら

えることができよう.

 しか し，生別母子家庭における子どもの生活保障を考察する場合には，その

経済的な側面たる所得保障の問題とともに，医療保障および教育保障に関する

法的諸問題 もあわせて考察する必要がある.ま た，母親の就労に基礎を置く母

子家庭の生活の自立にっいても児童保障と関連付けて検討を加えなくてはなら

ない.(169)序章において述べたように，オース トラ リアと同様， わが国でも現

在母子家庭 は一般に経済的弱者の立場に置かれることが多い.加 えて，福祉的

対応が遅れている，父子家庭の生活問題 も看過できない状況にある。そのよう

な現状に鑑み，今後は子どもの権利の観点か ら，ひとり親家族に対する所得保

障 ・医療保障 ・教育保障の諸施策の連携を図ることとともに，生活の自立を援

助 ・促進することを目的として親の労働権保障を図るための諸施策を整備拡充

することが望まれる.(ifi5)

 これらの諸問題をめぐる法的課題の考察は，本稿の目的を越えることになる.

そこで稿を改め，英国法の継受 と福祉国家化 に伴 うその変容過程 という観点か

ら， アイルラン ド・英国 ・オーストラリアの比較法を中心に検討 して行 くこと

としたい，
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(163)い ずれ も政府訳 厂児童の権利 に関す る条約」 によ る.同 条約 におけ る養育 費確保

   問題の取 り扱 いを審議過程か ら検討す る論稿 と して， 石 川稔 「親子 法 の課題 」

   (『講座 現代家族法 第3巻 』 日本評論社 ・1992年)29頁 以下参照.

(164)ひ とり親家族の ケースに限 らず，一般 論 として(非 市場 的社会関係 との性格 を 有

   す る)家 族に関す る社会保障の法 と法政 策 も， 労働 市場 の法と法政 策 との関 連 に

   お いて論 じられ る必 要があ る.こ の点をめ ぐる社会保障論 の理論 的課題 にっ いて

   は， 「社会保障理論の再構築」 をテーマ として行 われた第27回 社会 保 障研究 所 シ

   ンポジウムの各 レポー ト(季 刊社会保障研究 ・29巻1号(1993年)4頁 以下所収)

   が参 考 となる.

    なお，英 国 ・ア メ リカ ・カナ ダの各 国における政策的対応にっき，P，. M. Euans，

   Targeting Single Mothers for Employment：Comparisons from the

   United States， Britain， and Canada，66 Social Service Review 378(1992).

   参 照.英 国の現状 を検討 し，母親 の就労 による自立 の促進援助へ の政策 転換 の必

   要 性 を説 く論 稿 と して，Social Advisory Committee(Gt. Brit.)，Joan C.

   Brown， WHY DON'T THEY GO WORK?MOTHERS ON BENEFIT

   (1989).が あ る(同 書 の紹介 として，下夷美幸 「資料紹介」海 外社 会保 障情 報 ・

   94号(1991年)46頁 以下).母 子家庭 の母親 の就業促進措置 に関す るわが国 の現

   行法 および立法政策上 の問題点 にっ き，佐藤進 『社会保障 と社会福 祉 の法 と法政

   策』(誠 信書房 ・1990年)223頁 以下，脇 田滋 「母子家庭 と生活保障」(籾 井 常喜

   編 『社会保 障法』 エイデル研究所 ・1991年)267頁 以下参照。

    また，家族形態 の多様化 が進展 しつっ あ り， その政策的対応 と して ス ウェー デ

   ンおよび ノルウェーと並 び 「明確で総合的 な家族政策を有す る」(ノ ーマ ン ・ジョ

   ンソン前掲 註(146)84頁)と 評 されるフラ ンスにお ける， ひとり親家族の職 業

   上 の自立 のための援助制度(職 業教育 ・公職へ のアクセス ・子 どもの保育 ・母 子

   福祉施設)に 関 し，神尾真知子 「フラ ンスにお ける単親家族 と社会保障 」 海外 社

   会保障情報 ・104号(1993年)15頁 以下参照.

(165)こ の点 に関 して次 の諸論稿 を参黒 佐藤進 「子 どもの権利 と社会保 障法 をめ ぐっ

   て」(日 本法社会学会 編 「子 どもと法』有斐閣 ・1980年)29頁 以 下， 松 村祥 子

   厂家族問題 と家族政策」社会福祉研究 ・58号(1993年)34頁 以下，W. Voegeli

   and B. Willenbacher， Childern's Rights and SocialPlacement：ACross-

   national Comparison of Legal and Social Policy towards Children in

   One-parent Families，71nternational Journal of Law and Family 108

   (1993).
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